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編集委員会より

定例編集委員会は， 6月 15日（土）と 7月 13日（土）午後に聞かれました。編集状況は原著論文3，資料 1が

受理されました。

投稿規定が改定されましたが，徹底されていないようです。投稿の際には，原稿は A4版にコピーしまものを 2

部編集委員会に送って下さい。投稿原稿の受理の連絡を受けたら速やかに原稿のオリジナル（図表を含む）とそ

のフロッピーディスクを送って下さい。なお，前号63頁に掲載したく原稿の書き方〉の 1.に誇りがありました。

「1.本文は，…1行に 25文字を横書きで 1段組みにして作成して下さい。…」と訂正して下さい。

原著論文の査読をパスする論文数が少ない状態にあります。また，実践報告，独自の指導案や資料（これらは

厳密な査読制度がありません）など主に現場の先生方のご活躍を発表し，会員同士の報報交換に利用できるコー

ナーもあります。学会員の皆様からの多くのご投稿を期待しております。

会費納入のお願い

前号で会費納入用の振込用紙を同封いたしましたが，会費の額についての問い合わせがかなりありました。現

在の会費は 5,000円になっておりますので，よろしくお願いいたします。

（庶務）

山形巡検について（お託び）

前号 34頁に，ニュースとして掲載されました『新エネルギー施設をまわる山形巡検』の募集期間が会員への会

誌配布前に終了していました。

今回は，高温岩体発電試験施設の実験にあわせた巡検であったため，最終的に日程が確定するのが，実験期間

の決定を待ったため 4月になりました。さらに諸般の事情により， 5月発行予定の会誌の発行が大幅に遅れたた

め，このような事態になりました。

もとより，日程確定の遅れから余裕を持った募集は行えなかったわけですが，全体の見通しを十分に持たずに

計画を立案したことは，今後に大きな課題を残しました。まことに申し訳ございませんでした。

会員緒氏には，こうした経過の概略とお託びのみを申し上げざるを得ませんo これから行事委員会が企画する

行事におきましては，十分な募集期間を持ち，さらに綿密な計画といたします。

この件に関する会員諸氏の深いご理解と，今後の行事へのご支援をお願いいたします。

（行事委員会）
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原著論文

インターネットから検索できるひまわり雲画像の

観察に関する基礎的研究

＝崎隆＊

I. 研究の背景と研究目的

気象衛星ひまわりからの静止衛星画像は，気象情報

を得る重要な手立てのーっとなっており，精度の高い

情報がマスコミを通して日常的に提供されている。

中学校理科においては，第 2分野「天気とその変

化」の単元において，気象衛星ひまわりからの静止画

の雲画像を利用して，雲の様子を観察したり天気の変

化を考察したりすることが多い。また，代表的な季節

の天気の様子や雲の分布の様子を学習する際にも天気

図と対応させながら学習する際には必要不可欠のもの

となっている。

教育現場において活用することのできる雲画像は，

新聞各紙の気象情報欄に掲載されている雲画像や，テ

レビで放送される雲画像など， リアルタイムに近い状

況で雲画像が得られる現状になってきている。

北村他 (1982）は，テレビで放送された天気番組を

ビデオ録画して，この人工衛星による雲画像を授業に

利用する手法を開発しているO

コンビュータの教育現場への普及とともに，気象衛

星ひまわりの雲画像を，コンビュータを用い，授業で

活用することが可能となった。榊原 (1994）は，気象フ

ァックス受信システムを使用し，短波ラジオで受信し

た信号を専用のインターフェイスボードを介してコン

ビュータに取り込み，授業に活用する試みをしてい

る。

榊原 (1995）は， 6例の雲画像入手メディアの検討を

している。そこでは，教科書や新聞からの入手以外に，

一体型気象ファックス受信装置，パソコンと連動する

気象ファックス受画装置，ひまわり画像受信システ

ム，パソコンソフト（ひまわり雲画像がすでにデータ

ベース化されているもの）が検討されているD ビジュ

アルな画像を提示できる点で教育利用価値があると報

子や雨の様子，天気図をパソコン通信を利用して提示

し，授業構成を行っている。鈴木ほか (1995a,l 995b) 

は，大学にあるひまわり画像受信システムで受信した

画像を，学校にあるコンピュータ画面上に呼び出し，

児童・生徒が学習できるソフトを開発している。試験

的に，ノfソコン通信でひまわり雲画像データや気象デ

ータを提供するシステムの運用を始めている。

土田ほか (1995）は，受信したひまわりの画像をフ

ロッピーディスク，光磁気ディスク， CD-ROMの形で

の提供の他，一般ユーザーがリモートログインして活

用する方法について論じているD

ところで，近年，世界的なコンピュータ・ネットワ

ークであるインターネットが，教育現場でも注目され

始めてきた。その新しい情報交換システム WWW

(World Wide Web）サーバには，自然事象に関する情

報が提供されているO 気象衛星ひまわりの雲画像もそ

の一つである。リアル・タイムに近い状況で入手でき

るだけに，現在の気象の変化に近い情報としての利用

価値は大きい。しかし，そこから得られる情報を理科

の観察に活用した実践報告の事例はない。

そこで，本研究では，中学校第 2分野「天気とその

変化」の単元において， インターネットの WWWサ

ーバから提供されている気象衛星ひまわりの雲画像を

使って雲の様子を観察する手法と，従来行われてきた

各新聞に掲載されている気象衛星ひまわりの雲画像を

使って観察する手法とを比較検討することを目的とす

る。

II. 研究方法

(1) 調査対象

実験群： 1クラス 36人

インターネットの WWWサーノてから提供される気

象衛星ひまわりの雲画像を観察する生徒。

告しているo 統制群： 1クラス 38人

遠藤他（1995）は，新聞やビデオだけでなく，雲の様 朝日新聞に掲載されている気象衛星ひまわりの雲画

＊上越教育大学学校教育学部附属中学校 1995年8月31日受付 1996年6月 15日受理
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像を観察する生徒。

(2）調査実施日

実験群：平成7年 5月 18日

統制群：平成 7年 5月9日

(3) マルチメディア環境

マルチメディア室の生徒用コンピュータは， 170M

ノてイトのハードディスクを搭載した PC-9801CS2が，

7台ず、つのクツレープに分けて（合計 42台）円形に配列

しである。インターネットの WWWサーパに直接ア

クセスできるソフトは，各グループの 1台のコンピュ

ータに組み込まれている。その他に， MIDIシンセサ

イザー音源， ビデオキャプチャなどの周辺機器をそれ

ぞれのコンビュータに接続しであるO

(4) ネットワーク環境

校内 LANは， NetWare3.111 (100ユーザー版）で

構成され， サーバは 2Gノイイ卜のヒューレッ卜・パッ

カードの NetServerを使用している。

この校内 LANは， INSネット 64kbps公衆回線網

を介して，上越教育大学の学内 LAN「JUENsystem 

(Joetsu University of Education Network System)J 

に接続し，インターネットに接続する。

(5) 使用ソフトとインターネットへの接続

インターネットの WWWサーバへの接続は，

Mosaic Viewを使用する。

そのインターネットへの接続は，マルチメディア室

の6台のコンビュータで MosaicViewを立ち上げて

f丁つ。

理科の授業で活用できるような自然事象に関する情

報は，インターネット上で多数あり，増加の傾向にあ

る。本研究では，国立ガンセンターが提供している日

本付近の気象衛星ひまわりの雲画像（赤外画像）を利

用する。

国立ガンセンターの提供する雲画像は， 4～5日分

がストックされているので，日時に対応したデータが

選択できるO 午前中の授業であれば，当日の午前9時

の画像を，また午後の授業であれば正午の画像をとい

うように，最新の雲画像を入手することが可能である。

(6) 具体的な実施方法

(1) 雲画像を使った観察

実験群，統制群ともに，「気象要素の確認」を

1時間，「湿度とは」を 2時間，「天気図の書き

方」を 3時間学習した。その後，題材「天気の

規則性」の中で雲の様子など、について，雲画像

を用いて学習するのであるが，その中で次のよ

うな調査を行った。

(a) 実験群

マルチメディア室で，インターネットへア

クセスして雲画像データを検索するO そし

て， 5月 17日6:00の雲画像を画面に出し，

得られた画像データを 10分間自由に観察

し，観察した事項を配付した白紙に自由に記

述するO

次に，同様の操作を行い， 5月18日6:00

の画面を出し，前述の画面の横に並べる。

そして，両者を比較しながら 10分間自由

に観察し，観察した事項を配付した白紙に自

由に記述する。

(b) 統制群

朝日新聞朝刊の「今日の天気」欄に掲載さ

れている雲画像（天気図を除いた気象衛星ひ

まわりからの情報のみ， 5月8日21: 00）を

謄写印刷して，対象者全員に配布するO そし

て，その白黒の雲画像を， 10分間自由に観察

し，観察した事項を配付した白紙に自由に記

述する。

次に，翌日の雲画像を切り取り，二つの画

面を横に並べて謄写印刷する。その後，両者

を比較しながら自由に 10分間観察し，観察

した事項を配付した白紙に自由に記述する。

(2) 自己評価

実験群・統制群ともに，雲画像を用いた観察

調査後に，理解，興味・関心，追究意欲，思考

についてどのような認識を持ったかを，次の 4

つの項目について，対象生徒自身に，自己評価

をさせた。

①雲の様子の観察は分かりやすいか。（理解）

②雲の様子やその変化について興味がわいたり

関心が高まったりするか。（興味・関心）

③雲の様子やその変化について学習してみよう

という意欲が出るか。（追究意欲）

④雲の様子がどのように変化していくのかを考

えやすいか。（思考）

そして，それぞれの項目について，「とても～

である。」「少し～である。」「あまり～ではな

い。」「全然～ではない。」の 4段階の尺度を設

定して，その中から，生徒自身に，自己選択さ

せた。
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〈様子＞ (9) 

。雲が渦を巻いている。（5)

。雲が流れているように見える。（2)

。雲がいくつかに分かれている。（1)

。雲のまとまりは大きくなし、。（1)

〈形＞ (23) 

。雲が流れるような形をしている。（6)

。いろいろな%カ三ある。（2)

。雲は形が決まっていない。（2)

。一つ一つの雲が渦を巻いたような形になってい

る。（6)

。雲はかたまっていたり広がっていたりする。（3)

。すじみたいにのびている。（2)

。雲はほとんどまとまっていてばらばらになってい

な~'o (1) 

。ところどころ雲が薄れているのが一つの帯のよう

に見える。（1)

〈動き＞ (4) 

。雲が西から東へ動いている。（3)

。雲の動きが細かく分かる。 (1)

〈濃さ，量＞ (14) 

。濃い部分と薄い部分がある。（6)

。雲が多くかかっているほど白が濃い。（2)

。太平洋上に雲が多い。（5)

。西に雲がたくさんある。 (1)

く分布＞ (65) 

。少しうすい雲が全体にかかっている。 (1)

。雲のある所もあれば全くない所もある。 (1)

。日本上空には雲は少ない。（19)

。日本海側には雲がない。（2)

。九州，沖縄地方に雲がある。（9)

。北海道東部に雲がある。（7)

。新潟上空には雲がかかっていない。（5)

。関東地方に雲がある。（2)

。韓国（朝鮮半島）上空には雲がかかっている。
(15) 

。中国大陸に雲がある。（2)

。ユーラシア大陸南部に雲がかかっている。（1)

。東シナ海には雲がある。 (1)

〈天気＞ (19) 

。日本は全国的に晴れ。 (11)

。新潟は晴れ。（5)

。2～3日後天気が悪くなると思う。（2)

。新潟は明日は雨が降りそうだ。（1) 

くその他＞ (11) 

。毎日見ていると，明日の天気が分かるのでとても

便利だと思う。（8)

。もっと時間がたつと本州にうすい雲がかかりそう

だ。（1) 

。日本の高低が分かる。 (1)

。雲は風で動いている。 (1)

図 1 実験群の生徒の 1枚の雲画像からの観察事項

（（ ）内の数値は指摘人数）

〈様子＞ (3) 

。雲がつながっている。（2)

。雲が上から下へ流れている。 (1)

〈形＞ (10) 

。渦を巻いている雲がある。（6)

。帯状になった雲がある。（2)

。細長い雲の渦がある。 (1)

。すじ状の雲がある。（1) 

〈動き＞ (4) 

。雲が流れ（るように動い）ている。（4)

〈濃さ，量＞ (17) 

。雲の薄い所と濃い所がある。（4)

。雲が厚い。（2)

。雲のある所は白く，雲のない所は黒い。 (1)

。太平洋上に雲が多い。（7)

。太平洋側に雲が多い。（2)

。海上に雲が多くある。 (1)

〈分布＞ (68) 

。雲がある。（2)

。雲のかたまりがある。（4)

。雲が上下に分かれている。 (1)

。雲のある所とない所の差がはっきりしている。
(1) 

。日本上空には雲がない。（21)
。日本を取り巻くように雲がある。（3)

。日本海に少し雲がある。（5)

。沖縄は雲がある。 (10)

。太平洋から東シナ海にかけて雲が広がっている。
(5) 

。中国大陸に雲がある。 (10)

。大陸北部に雲がかかっている。（2)

。韓国（朝鮮半島）上空には雲がある。 (1)

。西の方には雲がある。（3)

〈大きさ＞ (3) 

。大きい雲が（二つ）ある。（3)

〈天気＞ (35) 

。日本は全国的に晴れ。（12)

。沖縄はくもっているか雨。（8)

。新潟は晴れ。（3)

。シャンハイ（中国大陸南方）は晴れ。（2)

。太平洋は雨かくもり。 (1)

。北海道は晴れ。（1)

。朝鮮半島はくもり。 (1)

。黒い部分は晴れ，白い部分は曇っている。（7)

くその他＞ (7) 

。日本には雨が降りそう。（3)

。日本がある。（2)

。大陸が実物ではない。 (1)

。韓国行きの船が無事に着きそう。 (1)

図2 統制群の生徒の 1枚の雲画像からの観察事項

（（ ）内の数値は指摘人数）
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〈様子＞ (1) 

。雲はまとまっている。（1)

〈形＞ (14) 

。うず状の雲と流れる形の雲がある。（4)

。形が残っている雲と形が全く変わってしまった雲とがある。（1)

。日本海の雲はしだいに形がくずれていっている。 (1)

。雲の形が異なっている。（1)

。1日日に渦巻き状になっていた雲が 2日目には流れるような形にくずれている。（3)

。1日日に散らばっていた形が 2日日には一つにまとまった形になった。（2)

。1日目にはすじ状の雲がある。（2)

〈動き＞ (68) 

。雲の位置が変わっている。（4)

。雲の流れが異なっている。（1)

。移動した距離に差がある。 (1)

。雲は西から東へ動いている。（36)

。雲は南西から北東へ動いている。（6)

。雲は西南西から東北東へ動いている。（1)

。雲は北東へ動いている。（1) 

。南から次第に北上してくる雲がある。（3)

。雲によっては動く向きが異なっている（北北東～東北東）。 (1)

。大きな雲のかたまりは移動しているが，小さな雲のかたまりは形が変わっている。 (1)

。1日目に日本海にあった雲が 2日日には北海道南東部まで進んでいる。（4)

。1日目に朝鮮半島にあった雲が 2日目には日本にある。（2)

。1日日に台湾にあった雲が 2日目は本州の南まできている。（1) 

。1日目に日本の中心付近にあった雲が 2日目には北海道の東に出ている。（2)

。1日目に中国大陸にあった雲は 2日目には北の方に動いている。（2)

。1日目に日本付近にあった雲は 2日日にはアラスカの方に動いている。（1)

。1日目に東シナ海にあった雲は 2日目には日本の南に動いている。 (1)

〈濃さ，量＞ (13) 

。太平洋上の雲は薄く，アジア上の雲は濃い。（1)

。雲の濃いところと薄いところがある。（4)

。1日目は日本の南の方は雲が薄いが， 2日目は濃い雲が渦を巻いている。（2)

。1日日は東北地方に雲が濃い。（2)

。1日日は中国大陸の方に濃い雲がある。（1) 

。2日日の方が雲が多い。（3)

く分布＞ (14) 

。1日目は雲がかかっているが， 2日日はかかっていない。（3)

。1日目は東北地方と佐渡に雲が薄くかかっているが， 2日日には北海道にかかっている。（5)

。1日目は朝鮮半島に雲がかかっているが 2日目はほとんどかかっていない。（2)

。1日目は本州の北側に広く雲がかかっている。 (1)

。1日目は東北地方に雲がかかっているが， 2日目は本州などはほとんど雲がかかっていない。（2)

。2日目に日本の南に雲がかたまっている。 (1)

〈大きさ＞ (1) 

。大きな雲がある。 (1)

〈天気＞ (0) 

。なし

くその他＞ (0) 

。なし

図3 実験群の生徒の 2枚の雲画像からの観察事項（（ ）内の数値は指摘人数）

III. 分析方法

(1) 雲画像を使った観察結果の分析

石川他 (1983）の手法に準拠し，生徒の一つの記述

内容を一つの観察事項として取り出し，その数を指摘

数とした。

次に，類似した内容の記述のものを， 「様子」「形」

「動き」「濃さ，量」「分布」「大きさ」「天気」「その他」
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〈様子＞ (1) 

。雲は発生したり消えたりしている。 (1)

く形〉 (17) 

。雲の形が変わった。（7)

。波のように見える。（2)

。2日間の雲は同じ雲である。（5)

。2日目の南の雲が割れたように見える。（3)

く動き＞ (48) 

。雲は西から東に動いている。（26)

。雲が動いている。 (13)

。雲の動きがゆるやかである。 (1)

。2日間とも雲の動きが似ている。 (1)

。太平洋の雲は北東に動いている。（2)

。日本海から大陸にかけての雲は東に動いている。（1)

。別の雲が日本海に近付いている。（2)

。日本にかかっていた雲が消えた。（2)

〈濃さ，量＞ (21) 

。雲の濃さが変化した。（5)

。太平洋側に雲が多い。（1)

。沖縄には雲が多い。 (1)

。2日目の方が雲が多い。（3)

。2日目の方が雲が薄い。（6)

。1日目よりも 2日目の方が雲が濃くなったり薄くなったりしている。 (1)

。1日目の方が雲の幅が広くて濃い。（4)

〈分布＞ (29) 

。分布が広がった。（2)

。日本海側には少し雲がある。 (1)

。日本列島に雲がかかっている。（1) 

。東京付近に雲がある。（2)

。沖縄には 2日間とも雲がかかっている。（3)

。北海道，東北地方には 2日間とも雲がない。 (1)

。中国大陸に雲が出てきた。（3)

。中国大陸は雲がない。（1)

。満州のあたりに雲がある。（1) 

。東アジアに雲がある。（1)

。2日間とも南の方に大きな雲がある。（1) 

。2日目には新潟に雲がかかりそうである。 (1)

0 3日目には朝鮮半島に雲がかかっていそうである。 (1)

。1日日は日本に雲がかかっているが， 2日日は雲がかかっていない。（9)

。1日日は太平洋側に雲が多く， 2日目には日本海上へ雲がかかってきた。 (1)

〈大きさ＞ (2) 

。雲の大きさが小さくなっている。（2)

〈天気＞ (18) 

。日本の天気は変わった。（2)

。日本はくもりや雨から晴れ。 (1)

。天気は西から悪くなる。 (1)

。毎日，日ごとに天気が変化する。 (1)

。新潟の天気は曇から晴れに変わった。 (1)

。東アジアの国々はしだいに天気が悪くなっていった。 (1)

。 1 日目は太平洋側の天気が悪いが， 2 日日は雲がかかっていないので天気がよ~'o (5) 

。2日間ともシャンハイは晴れ。 (1)

。2日間とも沖縄は雨かくもり。（3)

。2日間とも沖縄はくもり。 (1)

。2日間とも中国は晴れ。 (1)

くその他＞ (2) 

。雲の流れはどちらか。（1)

。1日目は涼しかった所が多い。 (1)

図4 統制群の生徒の 2枚の雲画像からの観察事項（（ ）内の数値は指摘人数）

( 5 )-127 
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に分類し，整理した。そして，実験群と統制群につい

て，両者の観察事項を比較検討した。

(2) 自己評価結果の分析

結果は，①理解～④思考の各項目ごとに，「とても～

である。」「少し～であるD」「あまり～ではない口」「全

然～ではない。」のそれぞれの段階を指摘した人数を

集計した。

次に，その生徒の回答について，「とても～である。」

という段階を指摘したものを「積極回答」とし，その

他の「少し～である。」「あまり～ではない。」「全然～

ではない。」の段階を指摘した回答を「その他」とし

て， 2つに分類した。

そして，その結果を直接確率の両側検定によって，

実験群と統制群とを比較検討した。

IV. 結果

(1) 雲画像を使った観察結果の比較

(1) 1枚の雲画像画面の観察結果の比較

図 1は，実験群が 1枚の雲画像画面を 10分

間自由観察したときの観察事項である。このと

きの実験群の生徒の平均指摘数は 4.0個であっ

た。図 2は統制群のものである。このときの統

制群の生徒の平均指摘数は 3.8個であった。

両者には共通した観察事項が多く認められ

た。「様子」「形」「動き」「濃さ，量」「分布」「大

きさ」「天気」のいず、れについても，生徒が指摘

していた。双方とも，雲の分布に関する指摘が

最も多い。

実験群の生徒は，雲の様子や形についての指

摘が多く， しかも，その記述は細部にわたる観

察に基づいたものであると判断できる。

統制群は，天気に関する指摘が多かった。雲

の分布について指摘している点では実験群と同

様であるが，単純に雲の存在についてのみ指摘

している生徒がいた。

(2) 連続した 2枚の雲画像画面の観察結果の比

較

図 3は，実験群が連続した 2枚の雲画像画面

を 10分間自由観察したときの観察事項であ

るo このときの実験群の生徒の平均指摘数は

3.1個であった。図 4は統制群のものである。

このときの統制群の生徒の平均指摘数は 3.6個

であった。

実験群，統制群ともに，雲の動きに関する指

摘が最も多く，「様子」「形」「濃さ，量」「分布」

「大きさ」「天気」のいずれも指摘があった点は

共通しているO

実験群の生徒は，雲の動きに関する指摘が多

く，雲の動く向きや動き方については全員が指

摘していた。天気の変化についての指摘はなか

った。全体的に， 1日目の画像と 2日目の画像

とを比較して記述している内容が多かった。

一方，統制群の生徒は，実験群の生徒に比べ

て，雲の分布に関する指摘や天気の変化につい

ての指摘が多かった。また，雲の動きについて

指摘している生徒が少なく， 1日目と 2日目と

を比較して記述している生徒も少なかった。

(2) 自己評価結果

次の四つの表は，実験群と統制群との回答人数を示

しているo 理解，興味・関心，追究意欲，思考のいず

れの項目においても，実験群と統制群の積極回答とそ

の他の回答との間では， 直接確率の両側検定で 5%水

準で有意差が認められ，実験群の方が積極的に評価し

ていた。

①雲の様子の観察は分かりやすいか0 （理解）

積極回答｜その他

実験群｜ 25 I 11 

統制群 1 4 I 34 *5%水準で有意

②雲の様子やその変化について興味がわいたり関心

が高まったりするか。（興味・関心）

実験群

統制群

積極回答｜その他

21 

6 

15 

32 *5%水準で有意

③雲の様子やその変化について学習してみようとい

う意欲が出てくるか。（追究意欲）

実験群

統制群

積極回答｜その他

16 20 

37 *5%水準で有意
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④雲の様子がどのように変化していくのかを考えや 対応させながら思考することを促すことにつながった

すいか。（思考） のである。新聞に掲載されている画像は前日のもので

実験群

統制群

v.考

積極回答｜その他

察

26 

11 

10 

27 
*5%水準で有意

実験群の指摘と統制群の指摘とを比較してみると，

1枚の雲画像を観察したときの，「様子J「形」「動き」

「濃さ，量」「分布」「大きさ」「天気」のいず、れについ

ても生徒が指摘していたこと，双方とも雲の分布に関

する指摘が最も多かったことが共通していた。

これは，生徒が，マスコミから提供されている雲画

像を日常的に日にすることができる環境にあり，生徒

にとっては，初めて雲画像を見るわけではないだけ

に，雲の存在や形，量，分布等，共通する観察事項が

生じるものと考える。したがって，インターネットか

ら得られる雲画像を活用した場合の教育効果が期待で

きる。

一方，実験群と統制群の記述内容を比較してみる

と，三つの点から違いが認められた。

第一点は， l枚の画像を観察したときの観察事項の

違いである。統制群の中には，単純に雲の存在を指摘

するだけの記述があった。それに対して，実験群は，

記述が細かい部分の観察に基づいて行われたと判断で

きるものがあった。

これは，提供される画像が細かい部分の観察を促す

に足りる大きさのものであるかどうかによって影響を

受けたのではなし、かと考える。新聞に掲載されている

画像はやや小さし拡大したとしても細かい部分の観

察には耐え難い画像となってしまう。インターネット

から提供されている画像は， 15インチ画面のモニタ

ーである上に，日本付近の広域を表示することがで

き，ある程度スクロールも可能であることから，細か

い部分の観察が可能になったと考えられる。

次に，連続した 2枚の雲画像を観察した結果を比較

してみると， 2枚の雲画像を比較して観察したと思わ

れる表現が，実験群の生徒に多かった点であるO

連続した 2枚の画像を並立して観察する場合であ

っても，特別な気圧配置でない限り，現在の時刻に近

い画像を提示した方が，より現実的，直接的な体験の

学習をさせることができる。その結果，現在の天気と

あるが，インターネットから得られる画像は当日のも

のであるO 雲の動きを，特に天気と対応させて学習す

る場合には，現在により近いリアル・タイムの画像を

提示することが有効であると考える。

次に，自己評価結果を比較してみると，理解，興

味・関心，追究意欲，思考のいずれの項目においても，

実験群の方が積極的に評価していた。

普段，マスコミから伝えられる情報でしかなかった

雲画像を，つい数時間前の最新情報として得られたこ

とで，生徒の興味・関心を喚起できたものと考えるo

また，現在の天気と雲画像とを対応させながら考察す

ることによって，天気の変化に与える雲の影響を実感

させることが可能となったと考えられる。特に，変化

としての認識を容易にする 3時間後の雲画像を並立

して表示することによって，連続した雲の変化の様子

の理解を促し，その後の雲の変化を予想することを容

易に可能にするものと考える。

VI. 今後の課題

今回は，インターネットから得られる雲画像と新聞

から得られる雲画像とを，実際の授業での活用を意図

して，できるだけリアル・タイムに近い状況で活用し

た結果を比較した。今回の実践は，現在の学校現場で

とることのできる最良の方法と考えられるD

しかし課題が幾っか残った。第一に，授業実践研

究における活用を意図したために調査に使用した雲画

像の日時が異なってしまった点である。授業入れ替え

等の工夫を行い，同一日時の画像を活用して展開でき

るようにして実践研究を進め，分析を行うことを計画

したいと考えるO

第二に，新聞から得られる雲画像を同程度の大きさ

にし，電子複写などの鮮明な印刷にした場合の比較検

討を行っていない点であるO より鮮明な印刷方法での

調査方法を工夫して，画像を提示することで詳細な分

析を行うことを計画したいと考える。

第三に，今回使用した調査用紙の中にパソコン利用

の因子の影響が加味されている点であるD 今後学習内

容とパソコン利用の因子分離を行うなどの工夫を行っ

た調査方法を明らかにして分析を加えることを計画し

たいと考える。

これらの点を，今後の課題としたい。
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原著論文

兵庫県南部地震に関する STS教育開発の実践的研究＊

藤岡達也＊＊

1. はじめに

「文明が進めば進むほど天然の暴威による災害がそ

の激烈の度を増す」というのは寺田寅彦の格言である

（根本， 1994）.この格言を裏づけるかのように，平成

7(1995）年 1月 17日に発生した兵庫県南部地震は，

大都市・神戸市を中心に 6000名を越える尊い命と多

大な資産を一瞬のうちに奪った． 1年以上たった現在

でも震災前の復興には，ほど遠い状況である．

地震に限らず，火山災害や水害など自然災害は人間

が自然、の恐さ，大きさを最も再認識するときであると

言っても過言ではない．地学教育の中で自然災害を取

り扱うことの重要性は，これまでも繰り返し述べてき

た（藤岡， 1992・藤岡， 1995など）．しかし，今回の

地震は，発生時期・規模・震災後の影響など予想をは

るかに越えるものであったことから，筆者の見識の浅

さを痛感した．さらに従来の筆者の取り組みは，学校

教育からの立場に限られており，今後は地域社会との

関連や社会教育への貢献も考慮させねばならないこと

も実感した．

そこで， 1995年兵庫県南部地震の教訓｜を今後の防

災教育に生かすために，地学教育の視点から今回の地

震をどのように捉えていくべきかを検討した．本小論

では，兵庫県南部地震のモジュール教材を作成するた

めに行った被害地域の調査と，プログラムやその実践

内容についても紹介したい．本地震の教材開発にあた

っては，地学的には兵庫県南部地震という自然現象

が，一般的には阪神淡路大震災という災害で捉えられ

ている点についても無視することはできない．つま

り，自然と人間生活との関連を生徒達が積極的に考え

ることができるようになるためには，科学一技術一社

会の相互関連を重視した STS教育の視点を持つ教材

開発が重要な意義を持つ（藤岡， 1995）と考える．こ

れまでに特定の地震を題材にした STS教材には山田

も， STS教育の立場に基づいた教材やプログラム開発

が中心になることを述べておく．

2. 地学教育の中での地震の捉えられ方について

従来の高等学校地学では，人間生活との関連が深い

災害・災害史（社会面）や予知・防災対策など（技術

面）の取り扱いは決して大きくなかったことを教科書

の記述の中での割合から以前に論じた（藤岡， 1992).

この点に関しては，平成6年度から新たに「地学IA」

が登場し，この科目では「日常生活と関係の深い地学

的な事物・事象jや「人間生活とのかかわり」が強調

され，社会面や技術面も取り上げられるようになった

ことには意義があると思える． しかし，履修率の高い

「地学 IB」での扱いについてはどうか，少し考えてみ

fこし＼

表 1は，現行の「地学 IB」の 4社の教科書に記され

た地震をすべて抜き出し，一覧にしたものである．こ

の表で・印は，内陸部での活断層による直下型地震，

O印は，教科書中の本文，図・写真両方からの詳しい

記述がある地震， 0印は本文，図・写真中のいずれか

一方に詳しく記述された地震， ・印は本文中に羅列的

に記されたり，表の一覧に含まれていたりするなど名

称のみが記載されている地震を示している．この表に

記された地震名の多さからも教材として取り扱うべき

地震を選定することの困難さはうかがえる．以前にも

強調したが（藤岡， 1992），今回の地震災害でも自然

災害の教材化は，他の地学教材の開発と同様に地域性

を考慮することの重要性を明らかにしたとも考えられ

る．

また，各教科書の記述ではいずれも地震発生のメカ

ニズムをプレートの相互作用から詳しく説明してい

る． しかし，活断層による直下型地震については，被

害の大きさに比べて取り扱う内容が決して多いとは言

えなかった点についても考える要素はあるだろう．特

(1991）の「濃尾地震を巡る人々」があるが，本小論で に，内陸部での地震の扱いが，海洋部での扱いに比べ

＊日本地学教育学会第 49回大会鳥取大会で一部発表料大阪府立勝山高等学校／大阪府立大学大学院

1996年 2月 20日受付 1996年 6月 15日受理
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表 1. 教科書に取り上げられている地震

地震名 ［年 IA掛日制じ掛D主

善光寺地震＼I1847・｜

伊賀上野地震－－~ is-54・｜
江戸地震－－－－－，， is-5~ ・ 16J:
濃尾地震－－－－－11is-91・I~~~ : Q : :sc:l~ : ~：i~ 
酒田地震：：：Ji894 I 
三陸地震 I is-96 I 
陸羽地震－－－－－，，i896・｜ } }¢!. 
芸予地震：＿Jii9o5 I 

関東地震 II i923 I ：~？ j}) J::~f} ・ 
北但馬地震－－－IIi925 + I 
北丹後地震］Ii927 ・ 1 ：~：~ J J J ¢ 
北伊豆地震 IIi9-3o・｜ : : －~＼）：・
三陸地震：：：Ji9~3 I • J j Q 1 • 
屈斜路湖 II i93~ I 

鳥取地震：：：Ji943・l
東南海地震 I i944 ｜・： ¢: ~~： . 
三河地震：：：Ji945 ・ 1 ：~~f
南海地震 II i946 I ・ ! ! －~－~ ! (c-l) 

福井地震－－－－－，1i9-48・I：~~~ J J :¢ J ：~：）~ 
十勝沖地震－－－IIi952 I 
房総沖地震－－－IIi9-53 I 
干島地震：：：J19-58 r 
チリ地震 I i 96~ I ! • i • i 6 
北美濃地震］Ii9-61・l : : : ：~：）~ 
千島地震 I i963 r 

アラスカ地震1i964 I 

新潟地震：：：Ji964 r 9 J J ~：~ ：・
松代地震 ~ i：~65 ・｜
日向灘地震 I i9-68 I 
十勝沖地震－－－IIi968 I ：・；¢：

長室半島沖地調Ii973 r J Q J 

豆半島沖地粛Ii97~ I 
海城地震 I i 975 I }:¢ J 6 J 

唐山地震：：：Ji97~ ・ l r : o: 
三瓶山地震li971 I 1 1Q1 

宮城県沖地震Ii：~78 I ：¢：~ ! 
伊豆大島近海1i97s r 
日本海中剖地嵐Ii 983 I i －~－i) i i 6 

県西音調Ii984・｜ 1 －~：）~ J 1 ：~：）~ 
豆半島東方刈i9s9 r or 
ロマ・プリータ~11 i 989 I －~~ ! 6 ! i -6 
フィリピン地調 i990 I 6 i ci i i 6 
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て少ない点や関東・東海地域での地震が，それ以外の

地域で、の地震の発生や予知についての記述より強調さ

れている点も無視することはできない．そのため，教

科書中心の授業で、は，ややもすると生徒には，関東・

東海地方のみが地震の危険性が高いかのような錯覚を

与えていた危慎もある．防災対策だけでなく，地学教

育でも兵庫県南部地震について無警戒であったことは

否定できない．

さらに，今回の地震災害では，防災教育や現在およ

び未来にわたっての人間に降りかかってくる災害や禍

を未然、に防ぐための知恵を育てる「アボイド教育」（木

谷・加藤， 1990）を理科の中で， どのように取り扱

い，どう取り組むかまで考える必要を明確にしたと言

えるだろう．地学リテラシー育成の必要については，

本学会でも， しばし論議されることがある（例えば下

野， 1993など）．今回の地震でもマスコミ報道などを

通して見られる地震に関する一般市民の基礎知識の不

足（例えば，活断層や余震などの用語自体が話題にな

ったり，震度とマグニチュードの混同，予知に関する

デマなど）から，学校教育だけでなく，社会教育でも

地学リテラシーの育成の必要性を再認識した．また，

地学教育と関連して「これからの地球社会で人類が生

存していくのに望ましい環境とは何か，またそれを構

築するにはどうするか，そのために市民一人一人が持

つべき知識，技能，能力，態度，行動力など」の環境

科学リテラシー（鈴木， 1993）育成の課題も浮かび上

カまっfこ

3. 1995年兵庫県南部地震の教材化と実践

(1) プログラムの内容

これらをふまえて 1995年兵庫県南部地震に関する

16時間のプログラムを作成し，地学IAの授業の中で

実施した．対象生徒は，本校定時制通信制併修課程2

学年 26名，実施期間は 1995年4月 15日から 11月

4日までである（通信制のため全日制より講義形式の

授業時間数は少ない）．その内容および補助教材・利

用資料などを表2に示す．

表2に示したようにプログラムは，「I.兵庫県南部

地震と地震のメカニズム」と「II.STSの視点、からみ

た兵庫県南部地震」に大別できる．ともに兵庫県南部

地震を素材にしているが，前者は科学面を重視し，教

科書に記載される基礎的な内容と地域的な特性を組み

込んでいる．一方，後者は被災地の調査結果もふまえ，

地震を科学・技術・社会の相互関連から捉えて教材化
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表2 兵庫県南部地震に関する授業プログラム

I.兵庫県献附援と地震のメカニズム

主題口内は授業時間｜ 殿内容・観点

kl＞地震による被害状況l近代都市の笹搬、社会への影響

[I J 1ライフラインの確保

ド2＞献防援の特徴 ｜地震の発生、地震動・地震波

補助教材・利用資料等

視聴匙教材（OllP，ビヂオ利用）新聞資料

神戸海洋・大阪管区気象台の孟録

[2] ｜震度・マグニチューや余震 ｜震源立体モデル（半同教諭開発）作成

ド3＞近畿の地質的特徴 ｜被害の集中とその原因 ｜新聞資料亭伴雑誌特集号

と地震の解釈 ｜プレートテクトニクス 活断層とは｜地質学会リーフレット学会資来樽

[2] ｜近畿及び阪神地域の地質・地形の特創地質図｜大阪西北部」

ド4＞日本列島と地震 ｜動丘の日本列島における地震被吉 ｜｜北海道南西沖地震」などの新聞資料

[3J I 20齢己に入ってからの地震

防〉地震と土砂災害 斜面災害とその種類

[I J ｜地すべり・土石流・崖崩れ等

奥美濃地震を例にした実習

建設省資料

大阪府宮地防鉱報

II.ST Sの視点、からみた兵庫県商酬蟻

主題 ｜ 殿内容・観点 ｜ 補鵬樹・利用資榊

ド6＞造成住宅の地盤災害｜都市化と土地利用変化の関係 ｜現地調査（OHP）建設会社ボーりング資制

[2] ｜神戸近辺の地盤災害 ｜土地剣字国大阪西北部jく図l～4>

ド7＞被害建設胸の諸問題｜高速道路・防波堤・人L島への影響 ｜新聞部ヰ建築雑誌

[I J I ｜視聴道教材（OllP，ビヂオ利四）

ド8＞地震と科学技術・社会｜明治以降の地震カ洋会・繍界・ I ＜~2＞理科年表地質学会百年史
との関係 [2] 川会に与えた影響 ｜科学技術斤研究調整局資料建築雑誌

ド9＞前ダ闘象と予知・防災｜地震前後の防災対策科学の限度 ｜防災白書気象庁・学会資料等

ド10＞地層皆様

[I] 

空白域・土地の変動 ｜断層研究都市センター資米博

嗣音問蝿量から何を学んだか地震体刷新聞資料

地震災害・住宅被害に備えて ｜府・市等の広報東京都蜘慢の心得

－EB
J
 

l
 

「
l
L

したものである．

当然ながら兵庫県南部地震に関しては，教科書や指

導書などにも現時点では，記載されていないため，教

材作成にあたっては多方面からの資料収集をもとにし

た．それらの一部を次に紹介する．

a 震災後，ボランティア活動に参加したり，調査

した機会に写真で記録をした． これらをもとに独

自の TPシートやスライド教材を作成した（(1) 

(6）など）．

b 震災後すぐに大阪市土木協会内部に設置された

「兵庫県南部地震学術情報センター」では，地震発

生時の神戸海洋気象台・大阪管区気象台での地震

波の記録を始め，気象庁や京都大学防災研究所の

などのデータが提供され，教材として，そのまま

利用が可能であった（(2) (9）など）．

c テレビ番組では，数々の地震報道がされたた

め， これらをビデオ編集して視聴覚教材として用

いた（(1)(4）など）．本地震についても報道番組

の効果は，池田（1993）や藤岡 (1995）の指摘どお

りである．

d 日本地質学会発行のリーフレットや関連学会及

び地質調査所の緊急報告書には，最新の学術的な

情報が掲載されており，図など一部を簡略化する

だけで，教材に用いることが可能なものも多かっ

た（（3）く9）など）．

e 新聞や科学雑誌の特集号は一般向きに解説され

たものが多く，これらを抜き出し，テーマに沿っ

て編集すると効果的な教材となった（く1)く3)

(10）など）．

f 大阪府高等学校地学教育研究会では兵庫県南部
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表3 明治以降の主な地震と科学技術や社会に与えた影響

~ 三灘陸尾大地海震波 →日本日本建築地贋（造写家会）学敵会立鮫立 →地震計〈欧刀2米~JI-かンららにのよれっんてが作造ら．石4造などの建築物が建てられ始める〉

→震災予防爾査会 〈鉄骨造鉄筋コン0リート遺導入され始める〉
1 サン7うンシスコ地震

→建築学会『東京市建築条例案J
高さ制限などが定められる

市→日街本建地興築建物業築銀法物行施法行ピ施ル規無行則．大改正1 関東大地震

1 北丹後地震
〈耐震情造研究活発化〉 建築物法施行規則改正

1 三陸大海波 建築学会「鉄筋コンヲリート織造計算基準案J
室戸台風

和日逮本清学術夫振．深興発会地震「建面築の物発耐見震構造要項」

~ 東南三南河海海地地地震震震 臨時日本線準規繕｛峨時規格）

地震予知研究連絡委員会 日本建築規格制定 カスリーン台風
1 福井地震

京書官大に防災研究所般置

1 新潟地震 →建液築状学化会に「高よ層る建建築築物技術検討指針」

1979(554) 
1980(555) 
1981 (556) 

サン7111-tンド地震

1983(558)1 日本海中陣地震
1985(560)1 メキシコ地震
l 989(Hl) I 日ザリエタ地震
1993(H4) I 釧路沖地震

｜北海道南西沖地震
1994(H6) I /-'J..リヲグ地震

北海道東方沖地震
＝＝・‘’＋ヨE＂＇、ε

→新耐震霞針法の開発7"Di/ 1？卜開始

地震に関する地学特別研修会を聞き，地学教員の

実践交流会の場をもった．ここで公開された他校

の地学教員が作成した教材には優れたものが多か

ったので，それらの一部を活用させてもらった

（く2）では大阪府立西成高等学校半田孝教諭作成

の震源立体モデルを使用）．

さらに自然災害教材作成には建設省・兵庫県・大阪

府や市の広報なども効果的であることを以前に紹介し

た（藤岡， 1992）が本地震についても同様であった．

なお，筆者のクラスに長田区菅原町から被災した女

子生徒が一時的に転校してきた（彼女は祖母の家が本

校の近くであったので避難した）．彼女は性格的に明

るく，すぐにクラスに打ちとけ，自分の体験を語るこ

とに抵抗感がなかったので，授業中に本人の可能な範

囲で報告してもらった（なお， 12月には家族とともに

兵庫区の新たな家に戻ることになった）ことも付記し

ておく．

(2) STSモジュール教材の実例

プログラムの中で特に STSの視点を重視した教材

→〈高施度行建令築に後構衡造の規開定発が〉定められる →建築＆準法制定

建高31築さm物3の1法高m時のさ代制制の限限梅緩の造和適計用算除規外定が廃可止能 〈基E高準’筆準度法諸活記長経施改改施涜行正正行成令令長改改が正正始まる〉

31mの高さ制限廃止（容積率制限に普わる）基準法改正
→鉄筋コンクリート構造計算基準大改正 霞ヶ関ピル完成

→基準法施行令改正

内閣に地震予知推進本部般置
静岡県地震対策限発足
→大規襖地震対策措置法

について触れておく. (8）では明治以降に発生した被

害の大きな地震と科学面・技術面や社会への影響との

関連を一覧に示した資料を作成し（表 3），これに基づ

いて授業を行った．なお，図中で→印は，直近の地震

の影響を特に受けたと考えられるものを示した．つま

り，ここでは大きな被害が発生した地震の後には，ど

のような研究体制や法案が作られたかを考えることに

よって地震を巡る科学・技術・社会の相互関連を捉え

ることを主眼とした．

また，く6）では丘陵地・山麓部での造成住宅地の開

発とその被害について調査結果をもとに取り上げた．

今回の地震災害の事例の教材化にあたっては，技術開

発や社会の要望が地質・地形などの自然条件にどれぐ

らいまでかかわってくるのかを生徒達に考えさせるこ

とを重視した．同時に，その土地の危険性を科学的に

判断し，どんな技術によって克服が可能か，また，ど

れくらいの経済条件で防災のための技術の利用が可能

かを検討し最終的に住むか，住まないか，までの意

思決定を行うことができるような科学リテラシー育成
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(a)l 923（大正12）年測量 (b)l 952（昭和27）年修正測量（c)l995（平成7）年緊急修正

（黒色部分は被害の著しい地域）

図 1 西宮市城山町近辺の地形改変と破害

も期待した．

次に地形改変前の旧地形の影響を受けた場合の教材

化の具体例を挙げる． 図 l(a）～（c）は調査地域の一部，

西宮市城山町から神垣町にかけての地形改変の事例を

示したものである. (a）は大正 12年，（b）は昭和 27

年，（c）は平成7年（震災後）の国土地理院発行 1万分

の lの地形図「西宮」から抜き出した.(c）にはこの地

域での住宅被害状況も黒く塗られている．これらの図

の比較から被害は旧地形に大きく関連していることが

明らかである．例えば（a）中の A地域において Y字型

になった谷の東側では，現在では地表を歩いても谷跡

に気がつかない．しかし，（c）から被害の集中地域とし

て明確に復元される．なお，谷の西側は、駐車場や空

き地になっている場所が多かったため，（c）の地図に

は黒色で示されていないが，地面の亀裂や陥没などの

地盤変状は認められた．地形改変の影響があまり読み

取れない場所に立地する被害が少ない住宅は外見上，

造られた年代や大きさ，構造など被害を受けた住宅と

ほとんど差がなかった． これらのことや盛土の下の地

質基盤は大阪層群と高位段丘磯から形成されているこ

とから，地質基盤そのものの強度には大きな原因がな

かったと考えられる．

図 2は，西宮市剣谷の大規模住宅開発地の簡単な被

害状況を示したものである．この図の中で西側は谷を

埋めた盛土地，東側は尾根を切った切土地であること

が，かつての地形図から推測され，被害も顕著に現れ

ている． 斜面地域においては、雛段状に住宅地が形

．落石 嶺－静山地（六甲山系）

一一’地震後の湧水 ~ －－」ι ー叫

．倒犠 同~ ·~~…～ 

家 画 中 程 度 の 被 害． 現在の池

屋日軽微な被害 ~ 地盤変状・壁の損傷

口 外観上被害が不明

図2 西宮市剣谷近辺の被害状況簡略図

成されることも多い．この場合，土地の平坦化のため

切土や盛土が不可欠となる．この境界に建築された家

の倒壊の割合が高いことは宮城県沖地震 (1978）時に

も指摘されている（阿部・村山， 1982）.今回の調査

でも西宮市宝生ケ丘や五月ケ丘において盛土・切土境
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写真 1 盛土・切土境界に建てられた住宅の倒壊
く西宮市五月ケ丘〉

写真2 盛土・切土境界に建てられた住宅の倒壊
〈西宮市五月ケ丘〉

界を跨ぐような形で建てられた住宅の倒壊は著しかっ

た（写真 1,2）.しかし，図 2のような大規模住宅開発

のように一軒の家だけでなく，その地域全体が大規模

に開発された場合，切土と盛土の境界は，表面調査だ

けでは，はっきりとわからなくなる場合も多い．

斜面部で宅地を造成するために擁壁などを形成して

新たな空間を造った場所にも被害は大きかった．大阪

府の広報資料（例えば，『宅地災害を防ぐために』，

1992）でも，斜面災害の実例と対策が上げられてい

る．今回の地震の衝撃によって擁壁崩壊・落石・すベ

風化による

再堆積花こう宕

図 3 花こう岩の二次堆積物による斜面崩壊モデル

図

り・法崩れなどその悪い実例どおりになった被害に加

え，新しいケースの被害も生じた．それは従来，家屋

の倒壊は基盤としての擁壁が頑丈であれば防ぐことが

可能と考えられていた（大阪府， 1992）のに対して，

地震後，擁壁は残ったが，盛土を多量に使用したため

にその上の家屋が倒壊した例が多く見られたことであ

る．このことは兵庫県だけでなく都市部周辺の丘陵地

や山麓部に開発が進む現状に大きな教訓を与えたと言

える．

この地域の地質的特徴として，六甲山地が主に花こ

う岩から構成されていることが挙げられる．風化花こ

う岩が地震の衝撃のため崩壊した状況も数カ所で見ら

れた．中でも，西宮市宝生ケ丘では住宅背後の斜面が

崩壊してしまったために犠牲者まで出した地域が存在

した．この斜面は急傾斜であり，住宅とほとんど隣接

するような距離であった．それにもかかわらず，薄い

コンクリートで覆うという比較的軽い処置しかされて

いなかったのは，花こう岩の二次堆積物を基盤として

取り扱った可能性が考えられる．図3にその簡単なモ

デルを示す．

4. 教材開発のための STS教育の視点と課題

本モジュールの中でも最も STS教材として力点を

置いたのは， 3(2）で紹介した事例＜6＞である．この地

盤災害の教材化について少し検討を加える．

莫大な圧死者の数から平野部での家屋被害が注目さ

れているが，伊丹市・西宮市・宝塚市・神戸市の台

地，丘陵地から山麓部の住宅造成地では死者こそ平野

部ほど多くはないが，住宅や資産に甚大な被害が生じ

ている．高度経済成長期の阪神間の急激な都市化に伴

う住宅開発については改めて述べるまでもない．

これらの造成住宅地での兵庫県南部地震による斜面

災害の原因は，現在までの調査の結果，地質構造と同

時に土地利用変化に伴う地盤改変の影響であることが

確認できた．特に旧地形は地震被害に大きく影響を与
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関心項目 順位

地震の規領・震源・余震 1 r 1－－－……＂＂｝. 

死者・行方不明者数 2 卜ー－~ζ一一－－u:

ビル・建築物の被害・復旧 3卜－＋－－－ －司

救援物資・救援体制 4・ ;, -・. 

水道・ガスの彼書・復旧 5＇一一

ポランティア活動 6 

95.1.17 4.17 7.17 96.1.17 

市の住民の方々に聞き取り調査を行ったが， 37名の

うち 32名は，自分の購入した場所がかつてどのよう

な場所であったかを知らなかったと答えた．さらに住

宅被害を受けた全員が，今まで土地に対して危険を感

じたことがなかったという回答であった． これらのこ

とからも今後は，社会教育の中でも地学的な知識をも

とにした STS教育に取り組む必要があると考えられ

る．

5. 兵庫県南部地震に関する生徒の関心の変化

この 1年間の兵庫県南部地震に対する生徒の関心

の変化および年間プログラムの影響を考察するために

1996年 1月 20日に次の二つの方法で質問調査を行

った． 方法 1は地学履修者 26名に対して兵庫県南部

図4 兵庫県南部地震に関する生徒の関心の変化 地震と関連の深い 12項目について，次の各4時点ご

との関心が高かった順番を記入させた．その 4時点

えたことは明確になった．大規模開発には大型の機械 は，地震直後の 1995年 1月 17,18日， 3カ月後の 4

などが不可欠であり，切土と盛土境界がわからなくな 月 17日，半年後の 7月 17日，ちょうど 1年後の

るような大開発はなおさらである．技術の発達がこれ 1996年 1月 17日である．そして，各時点の項目ごと

まで住めなかったところを住宅地にするが，また，新 に全生徒がつけた順番を合計し，これらのいちばん数

たな災害の可能性を生じることにもなった．災害後 字が低いものを最も，その時点で生徒の関心が高いも

に，地震と被害との関係が究明されるが，科学面から のと考えた．項目の設定は 12項目のうち「死者・行

だけでは，完全に被害原因が説明されるわけではな 方不明者数J「ピル・建築物の被害・復旧」「救援物

い．加えて開発や防災に対する安全の保障は，現代で 資・救援体制」「水道・ガスの被害・復旧J「ボランテ

も地震以前には 100%科学に期待することができな ィア活動」「避難所・仮説住宅」「高速道路・鉄道など

い．宅地災害は社会の要望や都市化の影響，科学的な の被害・復旧」「行政（国・県・市など）の対応」の 8

地質調査・予測，開発技術の発展という三つのカテゴ 項目については地震発生後から 3月31日までの聞に

リーの聞を人間の営みが循環しているところに生じて 新聞紙上に記された地震に関する記事の大見出し，中

くる． 見出しの頻出した項目をグループ分けし，キーワード

生徒に科学が技術や社会とどのような関係があるか としてまとめたものである．「地震の規模・震源・余

を考えさせることは STS教育で重視される意思決定 震」「地震予知j「活断層や被害地の地質」「プレートテ

能力育成の立場から不可欠とも言える．これは，学校 クトニクス」の 4項目は筆者の地学の授業における地

教育だけでなく，社会教育への課題としても重要であ 震に関する内容のキーワードを筆者自らが選定したも

ろう． のである．

地学教育の点では，まず従来から取り扱われてきた 方法2では，地震が起こってから 1年間の中で，白

地殻変動や地震などについての基礎的な知識が全市民 分がどのように兵庫県南部地震の見方が変わってきた

に与えられる必要がある．また，新！日地形図の比較や かを比較的自由に記述させた．

地質図が読み取れるような地学リテラシーの育成も望 まず，方法 1の結果を検討する．各時点ごと生徒の

まれる．これは，土地条件を無視した開発にも疑問が 関心が高い項目の順に番号をつけた．これらを整理し

ないとは言えないが，自分の住む場所の危険性は，自 たものを図4に示す．この図から次のことが考えられ

分で科学的な知識から確かめ，購入や定住を意思決定 る．地震発生当初は，地震の規模や震源・余震に対す

するのが重要であることからも考えられる．地震発生 る関心が最も高かった．しかし，これらに対する 3カ

1カ月後からほぼ半年後にかけて，被害調査と同時に 月後の関心は急に低くなり， l年後には最も関心の低

住宅が震災に遭われた伊丹市，宝塚市，西宮市，神戸 い項目となった．関心が下がっていった項目には死
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者・行方不明者数やボランティア活動が挙げられる．

逆に生徒の関心が 3カ月後から最も高くなった項目

は避難所・仮設住宅であり，関心の上がっていった項

目には，行政〈国・県・市〉の対応，高速道路・鉄道

などの被害・復旧などが挙げられる．しかし活断層

や被害地の地質，プレートテクトニクスなど地学の科

目で扱う科学的な項目については，当初から他の項目

に比べて関心がより高かったとは言えない．当然，自

分の地学の授業では表2に示したように科学面を重

視したつもりであったが，その効果は，活断層や被害

地の地質に対する関心が，この内容を扱った後，少し

上昇したことに見られるぐらいであった．

次に方法 2についてであるが，全体の傾向に最も近

い！順位をつけた生徒の記述を記す．

『最初， 地震が起こった時は， 震度がいくらだった

か，死者・行方不明者がどれぐらし、かが，すごく心配

だった．でも何日かしたら，食べ物，飲み物が足りな

くて困っている人や，家を無くして住むところさえも

失った人達が，どこでどういうふうに暮らして行くの

か気になった．それから半年もすると地震で壊れた道

路やピルは元どおりになり，通れるようになったか

が，気になり始めた．そして， l年もたつと，やっぱり

1番に今でも仮設住宅で暮らしている人は， これから

どうするのかとか，国とか県とかは，本当に義援金を

渡しているのかがすごく気になる． 1日でも早く，仮

設住宅に住んでいる人は本当の自分の家に住めて前の

暮らしと変わらないようになってほしい．（原文のま

ま， 17才，女子生徒）』

この生徒に代表されるように兵庫県南部地震に対す

る関心はテレビや新聞などのマスコミ報道に大きく影

響されていることがうかがえた．

これらの結果を見ると，この一連のプログラムを用

いた授業が，地震に関する地学的な関心を高めること

に役立ったとは言いにくい．質問調査に対する生徒の

関心項目の順位変化を考察したり，記述回答を読む限

り，現実的な生活に対しての実感が強かったと言え

る．これは，今回の地震についての生徒の情報や刺激

が，授業以外から受けることも多かったからと考え

る．

6. まとめと今後の課題

兵庫県南部地震に関する教材を STS教育の視点か

ら開発し， 一連の授業を高等学校「地学IA」の中で

16時間で行った．

従来の地震の教材と違うのは，特に近畿地方，阪神

地域を中心に作成し，地震の被害の原因や影響を科学

や技術と関連して生徒が理解することができるように

なることを意識した点である．さらに現地調査の中か

ら科学・技術・社会相互関連を考える教材として造成

住宅地を中心とした被害とその原因に取り組んだのも

大きな特徴である．

兵庫県南部地震は莫大な被害が生じ，悲惨な状況が

マスコミなどで大きく取り上げられたため，地震発生

当初から多くの人達に大きな衝撃を与えた．特に本校

は，比較的被災地に近く親戚や知人が神戸に住んでい

たり，クラスに一時的ではあるが転校してきた生徒も

いたため，生徒の関心は高かったと考えられた．そこ

で，むしろ 1年間の生徒の地震に関する関心を授業と

の関連もふまえて検討した. 16時間のモジュールに

もかかわらず，地学的な知識の関心より，社会との関

係や建設物や公共施設に対する関心の方が高かったの

は正直なところ地学担当者として授業内容を考えねば

ならない点もある． しかし，今後は科学的な知識をど

れだけ実生活と結び、つけて取り上げるかをさらに検討

する必要があることを明らかにしたとも言える．この

点で地学教育での STS教育の重要性（藤岡， 1995)

は再認識された．

地震を始め，自然災害をどう教えるかの問題は学校

教育だけでなく，国民的課題と言っても過言ではな

い．今回の地震に関するマスコミ報道をみてもいかに

一般市民に地震についての知識が獲得されていなかっ

たかを痛感するしだいである．そのため環境科学リテ

ラシーの点からも今後，自然災害教育をどう行うか，

もう一度検討する機会であると考える．平成6年度か

ら始まった高等学校地学の履修率の状況は目を覆いた

くなるばかりである．例えば平成7年度の地学 IA，地

学 IB，地学IIの教科書採択数は合計 23万冊と物理，

化学，生物のそれぞれの合計数 71万冊， 158万間，

133万冊に比べて格段に少ない（下野， 1996). しか

し地学教育の必要性を強く訴える時期でもあること

を強調したい．

震災地域の一日も早い復興と今後の発展を心より祈

念するとともに地学教育が防災教育に資するために

も，地震のみならず自然災害についての教材開発やそ

の研究が盛んに行われることを願いたい．
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〔要旨〕 戦後最大の被害を生じた 1995年兵庫県南部地震について科学・技術・社会の相互関連を重視した

STS教育の視点から教材開発に取り組んだ。特に現地調査から得られた今回の地震による阪神地域の造

成住宅地の地盤災害の事例を地学教育の素材とした。地震など自然災害の教材化には従来の地学が取り扱

ってきた科学面だけでなく，社会面との関連も重要な意味を持つことが，授業後の生徒の関心の変イヒから

も考えられた。

Tatsuya FUJIOKA: The STS Teaching Material Development for the 1995 Hyogokennanbu Earth-

quake. Educat. Earth Sci., 49(4), 9-17, 1996 
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石橋克彦著大地動乱の時代一地震学者は警告する一

文庫版 234頁 1994年 8月初版 620円岩波書

店

吉村 昭著 落日の宴・勘定奉行川路聖諜 A5 

449頁 1996年 4月初版 1,800円講談社

今，前者を紹介するのは遅きに失つした感がある。

また後者は地学と何の関係があって紹介するのか奇異

に思う方も多いであろう。その理由を以下に述べた

し、。

前者を読んだ方は多いと思うが少し触れておきた

い。著者はプロローグの中で『本書で私が述べたいこ

とは，「関東・東海地方の大地震発生様式にもとづく

一つのシナリオによれば，今世紀末から来世紀初めご

ろに小田原地震，東海地震，首都圏直下地震が続発し，

大地震活動期に入る公算が強い。これらの地震による

周辺の震災は，最悪の場合，従来とは質的に異る様相

を呈し，日本と世界に重大な影響をおよぼすだろう。

そのような震災とその影響はもはや戦術的な対応では

軽減しきれなし、から，思いきった地方分権による分散

型国土の創成に今すぐ着手すべきであるJということ

である。』本書の構成は次のようになっているD 項目が

多いので大項目だけ書くことにするO

第一章幕末一二つの動乱

一序曲二連発巨大地震三安政江戸地震

第二章大地の破局

一きしむ関東地方二大正関東地震

第三章大地震の正体と原因

一現代の地震観二震源断層運動をさぐる 三地

震をおこすプレートの運動

第四章 関東・東海地方の大地震の発生のしくみ

ーフィリッピン海プレートの沈み込み 二伊豆半

島の衝突と小田原地震三首都圏直下の大地震

第五章ふたたび迫る動乱の時代

一南関東・東海地方の大地震の長期予測二注目

される小田原地震三東海巨大地震の問題点

第六章大地動乱の時代をどう迎えるか

一首都圏大震災の背景二そのとき何がおこるか

三大地震に耐え抜く分散型国土をつくろう

以上の内容であり，項目を見ただけで地学担当の先

生がたなら，当然知っていることも多いと思う口私が

興味をもったのは，幕末の鎖国体制に開国を迫る諸外

国の攻勢，それに対する日本国内の社会の激動期と幕

末に起きた大地震とからませて叙述しているところで

ある。

ペリー来航の約 4か月前の嘉永小田原地震（M約

7），ペリー再来航の安政元年 (1854年），日米和親条

約の調印による鎖国体制の崩壊，イギリス東インド艦

隊の長崎入港と日英和親条約の締結，この間，伊賀上

野・四日市・笠置山地の一帯で， M7.2, 6.7, 6.8と推

定される大地震が相つぎ，それらによる死者千数百人

の被害をうけた。

さらに帝政ロシアの提督プチャーチンと乗船ディア

ナ号の数奇な体験である。プチャーチンは嘉永 6年

(1853年） 7月， 4隻の艦隊で長崎に入航し，江戸から

派遣された筒井政憲・川路聖諜らの全権団と国境・通

商の協議を始めた。この辺で「大地動乱の時代」と「落

日の宴」との関係がつく。前者は科学啓蒙書であるか

ら地震を主とし幕末動乱期を従として書き，後者は歴

史小説であるから幕末動乱期と主とし地震を従として

書いている。前者の第一章と後者の 80%がほぼ一致

するO 余談になるがプチャーチンは，航海記録を作る

秘書として文学者ゴンチャロフを同行した。岩波文庫

「日本渡航記」はその訳書で，長崎入港から条約締結ま

でを詳細に記録している。教養として読むに値する本

であると思う。

本論に戻ろう。長崎に入港したプチャーチンはいっ

たん退去するO 鎖国時代の日本であるから，いろいろ

な経過をたどり， 2回目は嘉永 7年 10月 15日に下回

湾に投錯した。同年 11月 3日に第 1回日露会談が聞

かれた。川路聖諜らの全権とプチャーチンとの何回か

の会談後， 日露和親条約が安政元年（嘉永 7年 11月

に改元， 1855年） 12月 21日 (1855年 2月 7日）に

締結した。

その間，安政元年 11月 4日 (1854年 12月 23日）

に「安政東海地震」が，その翌日の安政元年 11月 5日

(1854年 12月 24日）に「安政南海地震」が起きた。

両者とも M 8.4の大地震で津波も伴い人的・物的被

害は甚大であった。「大地動乱の時代」には地震の範

囲・震度・津波の高さ・被害の情況などが詳細に述べ

られている。「落日の宴」には地震の情況，津波から逃

げる川路聖諜らの人々の動きなどが活写されているO

また，第 I回の会談の翌日に安政東海地震，その翌日

に安政南海地震に襲われたため，下回の町は壊滅した

ため川路らの幕府の要人が，プチャーチンらの宿舎の

手配や会談場を獲保するための心労が生々と書かれて

いる。また，プチャーチンらの乗船ディアナ号が破壊

されたため，新しい船を作ってやる川路らの涙ぐまし

いまでの働きなども描写されている。

地震に関する授業のときの参考・教養としての読書

に両者の本を読むことは意義が深いと思う。

（貫井茂）



地学教育第49巻第4号（通巻第 243号） pp. 141-143, 1996年 7月

資料

「はかるくん」で調べる宇宙線の高度変化

一簡易 T線量測定器による航空機内の測定一

川村教ー＊

はじめに

新指導要領の施行に伴い，高校理科教育の課題研究

のテーマとして身近な放射線を測定する実践例が注目

されているo この場合に，（財）放射線計測協会から貸

し出している簡易γ線量測定器「はかるくん」は，ポ

ータブ、ルかっ充電方式のメータであるので，地学教育

において屋内外の γ線量を測定する際に便利であるD

樋之口 (1991）は飛行機内の「はかるくん」による測

定例を紹介しているが，ここではさらに発展させ，国

内線航空機内での γ線量測定による宇宙線強度の高度

変化を調べた結果を紹介するO

1. 宇宙線の性質

宇宙線の性質について小田 (1972）から要約すると

次のとおりであるO 大気中で観測される宇宙線は，大

気圏外から突入してきた主にプロトンなどの原子核か

らなる 1次宇宙線が大気中の原子核との作用で発生

したもので， 2次宇宙線とし寸。 2次宇宙線は， 中性

子・ μ中間子・ π中間子・ K中間子・電子・光子（γ

線）などが複雑な核反応を起こしあいながら大気上層

部より地上に降下してくるo 高度の低下に伴い電子・

光子が急速に増加して，およそ地上 20kmぐらいの

ところで極大を示し，さらに高度が低下するとまた急

速に減少する。

2次宇宙線の極大高度が 20km程度のため，巡航

高度が一般的に 10km以下である民間航空機の飛行

では飛行高度が高いほど γ線量が多く観測できること

が予想される。

2. 「はかるくん」の機能

「はかるくん」は Cslシンチレータにより γ線を検

出するD 放射線測定には統計的な揺らぎがあるので，

読みとりやすくするため「はかるくん」は 1分間の計

測値を 10秒ごとに更新して表示する。計測単位は

0.001 μSv /h (1 nSv /h），誤差は数%以下である。充電

により 10時間以上連続使用ができる。

「はかるくん」の検出器への γ線入射方向に対する

指向性は小さく，ほとんどの場合に測定上の考慮は不

要である（川村， 1995）。また大地などからの高低

様々なエネルギーの γ線量率測定が目的であるため，

宇宙線の測定効率は約 1/10(1万m上空で約 11%)

と小さい。

3. 測定方法

「はかるくん」は航空機に搭乗する際に座席付近の

任意の場所に置く。飛行の全行程中の測定を行うなら

ば，「はかるくん」の電源は搭乗時に入れるo筆者は測

定値を 1分ごとに読みとり記録した。それ以下の時間

間隔では記録作業が大変煩雑となる。

離陸した航空機は巡航高度に達すると水平飛行に移

るが，乗客は上昇中あるいは降下中の高度を知ること

はできない。乗客が機体の傾きが水平になったことか

ら巡航高度に達したことを判断するのは暖昧さが残

る。客室乗務員に飛行計画の予定巡航高度を尋ねれば

教えてもらえるo

民間航空機内では航行中の電子機器の使用制限があ

るが，（財）放射線計測協会によると「はかるくん」の

使用は飛行に影響を及ぼさないという。慎重に調査を

実施するならば搭乗時に航空会社に使用の確認をすれ

ば、よいfごろう。

4. 結果

測定は 1994年 12月～1996年 1月に西日本国内

路線の航空機に搭乗した際に行った。便宜上三つの飛

行高度に分けた飛行中の γ線量の変化例を図 1～3に

示す。

①低高度(1,800～3,300m) 

短距離航路のプロペラ機の巡航高度であるO 飛行

中の γ線量は滑走路上よりも低くなっている（図

＊香川県立高松高等学校 1996年 2月 26日受付 1996年 6月 15日受理
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図 1 国内線航空機内T線量測定
巡航高度 2,100m 
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図2 国内線航空機内7線量測定
巡航高度 5,200m 

② 中高度（4,800～6,100m) 

中距離航路のプロペラ機あるいはジェット機の巡

航高度である。離陸後・着陸前に γ線量は減少す

るが巡航高度では低高度よりも多く，滑走路上と

同じ程度である（図 2）。

③ 高高度（6,400～10,000m) 

中長距離航路のジェット機の巡航高度である。 γ

線量の変化は中高度の場合と同じプロフィールを描

くが，巡航高度での γ線量は滑走路上よりもはるか

に高い値で，測定値の統計的変動を伴いつつもほぼ

一定で，グラフはプラトー状になる（図 3）。
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図3 国内線航空機内 T線量測定
巡航高度 10,000m 
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図4 航空機の機種と機内7線量
高松空港滑走路

③ 宇宙線の経時変化

宇宙線の測定強度が，大気効果（気温・気圧効果）

や太陽日変化などのため経時変化をすることが知ら

れているo いずれも変化量は小さく 「はかるくん」

で測定する際には特に考慮しなくて良いと思われ

る。

④ 磁気緯度

一般により磁気緯度の高い地域へいけば宇宙線強

度が強くなる。本研究で調査した国内線航空機の飛

行区域は宮崎～東京の範囲内であり，この間の磁気

緯度の変化による宇宙線強度の変化量は小さいと考

えられ，「はかるくん」による測定では特に考慮しな

くて良いと思われるo

5. 測定値の差異

① 飛行高度

飛行高度は天候などのために計画と変わることが
6. 考 察

あるが，それを乗客が知ることはむずかしい。 a. 海上からの着陸

②機体の γ線透過率 図3の東京空港への着陸は海上からのアプローチ
同じ空港の滑走路上でも γ線量が異なる。これは であるO 海上では地表から航空機が受ける γ線量はゼ

航空機の機種の違いにより，機体による大地からの ロとみなしてよいので，航空機の降下に伴~＇r線量が
γ線の吸収の度合いや，地表面と座席上の測定器の 減少するのは，宇宙線の γ線量が減少することのみに
距離が変わるため，空気による γ線の吸収の度合い 起因すると考えられる。

が異なることが原因だと思われる（図 4）。
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図5 巡航高度と測定最高値

b. 陸上の離発着

大地から放射される γ線量の観測値は空気の吸収の

差のため上空ほど減少すると考えられるO このため離

陸した後，高度が上るにつれて航空機内では大地から

のγ線量が減少し，他方宇宙線の寄与は大きくなるO

このため測定値は一度ある高度で、極小となり，のち再

び上昇する。着陸時の測定値も同様になる（図 2の離

発着）。

c. 巡航高度における γ線量

航空機の乗客は測定時に飛行高度を知ることができ

ないため，巡航高度に達している時間を正確に知るこ

とができな~＇o このため巡航高度における測定値の平

均は求め難し」しかし，巡航高度と考えられる水平飛

行区間の測定値の最大値を選ぶことは容易であり，そ

の測定最高値は巡航高度で測定されたものと考えるこ

とができる。図 5は巡航高度別に測定最高値を示した

ものである。

これによると，飛行高度が高いほど高γ線量が得ら

れ，機種の違いによる γ線量測定値のばらつきはそう

大きなものではないことがわかる。「はかるくん」は宇

宙線の測定効率が約 1/10であるから，高度約 10,000

m の機内では 1,500nSv /h (1.5 μSv /h）近くの γ線に

被曝していることになるO この値は測定値の中から相

対的に高い値を採用したとはいえ，日本の屋外での γ

線量が 0.1μSv /hを越えることは少なし、から，人間の

生活環境の γ線量としてはかなり大きな値といえるで

あろう。

7. まとめ

①航空機内に置いた「はかるくん」により大地と

宇宙線起源の γ線が測定されるD

② 大地起源の γ線は陸地上でかつ離陸後あるいは

着陸直前の低高度においてにのみ測定される。

③ 磁気緯度に大きい差がなければ巡航高度区間内

のγ線量の最高値は飛行高度と関係があり，一般

に国内線航空機では高度が高いほどγ線量は多

~＇ o 
④離着陸時を除き，飛行中の航空機内の③の γ線

量は主に宇宙線に起因するものと思われる。

おわりに

（財）放射線計測協会の赤石準氏には筆者の誤りを指

摘していただいたほか，「はかるくん」の使用について

便宜を図っていただくなど大変お世話になった。この

小文を結ぶにあたって心よりお礼申し上げたい。
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りではなく数学や他の科学分野，社会教育までも含め についての調査を始めていた。そして， 1992年 5月

た学会として発足した。 は“学校週 5日制の解説と事例”という実験的実施報

教育課程の改訂は表2に示された時期に行われて 告書を出版している。ついでに書くと，環境教育に関

いる。表からも明らかなように，理科の授業時間数は しても“環境教育指導資料”の小学校編を 1992年 3

改訂の度に減っている。そして， 1969年に基礎理科， 月に，中学校・高等学校編を 1991年 3月に出版して

1988年に理科 Iと理科 II, 1993年に総合理科（総合 いる。この流れを受けて，次期教育課程改訂のための

理科の教科書は 1997年度から初めて出版される）と 中央教育審議会の早期設立が言われていた。そして，

4科目をまとめた科目が新設されたが， その進め方は 日本学術会議第 4部の科学教育研究連絡委員会では，

揺れ動いてきた。これらの改訂の折に理科系の学会は 1994年からシンポジウムを開催して，理科・数学教

十分な対応をしてこなかったために，さらに科目聞の 育において中教審に対して科学教育研究者の立場から

競争のために時間数が減ってきた感がある。少なくと のまとまった要望を出そうとした。その試みが表 3に

も物理，化学，生物，地学に関係する教育系学会が相 示されたものである。しかし，これまでのシンポジウ

互に議論し，協力して問題に対処しなかったことは確 ムでは各学会の代表者が言い放しの意見を述べるのみ

かである。 で，学会間の意見が噛み合わなかったばかりでなく，

文部省では， 1990年の段階で，すでに学校5日制 同一学会の代表者でも人が変わると異なった意見を述

表2 中学・高等学校における理科の週当たり時間数（新制）

~1:草 中 1 中2 中3 高 1 iii 2 iii 3 備考

笠・企 1 ? 1 3 1 4 1 c:; 1 6 1 7 

理科 4 4 4 物理 5単位 ( 1 7 5) iiiは 1科目
1947 

1951 

1956 

1958 

1959 

阿国開園圃．． 圃圃圃圃E

( 1 4 0) ( 1 4 0) ( 1 4 0) 化学 5単位 ( 1 7 5) 以上選択

1968 

1969 

1987 
1988 
1993 
1994 

理科

理科

理科

理科

理科

理科

1994年 4月 2日

1994年 10月 29日

1995年 4月 1日

1994年 6月 13日

1995年 7月 1日

1995年 10月 2日

1995年 10月 9日

1996年 6月 29日

3～5 

4 

4 

3 

3 

4～5 4～5 生物 5単位 ( 1 7 5) 思修

地~ 5単位 ( 1 7 5) 

物理 3～5 生物3～5 2科目以よ

化掌 3～5 地虫学3～5

4 4 生物4 物理A3B5 2科目共通必修

化掌 2 地筆A3B4 普通科4科目必修

単位t・2日aJ舵
4 4 a礎理科 ( 6）物1,11. 化1,11

生1,11、地1,11. 各（ 3) ＆礎理科

又は物．化‘生、地l

2科目必修

3 4 理科I( 4) 理科II( 2）、物・化 理科l必

生・地各（ 4) 理科H物化生地道

3 3+ 5区分から 2区分にわたって2科目 総合理科（4)

1選沢理科 物理IA(2), I B (4), 11(2) 

化掌IA(2), IB (4), 11(2) 

生物IA(2). IB (4). 11(2) 

｜納虫学IA(2), IB (4), 11(2) 

表3 日本学術会議科学教育研究連絡委員会シンポジウム

科学教育：次の教育課程改訂への提言

科学教育：次の教育課程はどのように内容を扱うべきか

科学技術教育：どのように教育課程を編成していくか

科学教育の振興と人材育成（第 4小委員会）

総合的新教育課程の編成

地学解体諭

理科教育の現代化

理科慣れ

科学教育・技術教育の新しい教育課程はどのような哲学内容をもって編成されるべきか

（第 4部・第 5部）

教師教育と人材育成
21世紀における科学技術教育（第4部・第 5部，科学技術基本政策研究会・青少年科学

フォーラム協議会）
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表4 教科「理科」関連学会協議会の 1年間の主な活動

設立準備検討会（日本学術会議科学教育研究連絡委員会拡大会議後）

第 l回委員会 協議会の運営方針の確認

第2回委員会 会則承認

第3回委員会 3項目の検討

第4回委員会 中央教育審議会への要望書を作成する事を決定

要望書作成業委員会

第5回委員会 要望書の検討

要望書を中教審各委員に発送
第 6回委員会 今後の方針・シンボジウム開催決定

第 7回委員会 シンボジウムの内容討議

第8回委員会 シンボジウムプログラム決定

理科教育関連学会シンボジウム

第 9回委員会 シンボジウムのまとめと今後の作業

べるというケースも多々見られた。

一方，日本物理学会や日本化学会では，年会の折に

他学会の代表者を招いて，意見を聞く会が開催されて

いた。 1995年 3月の日本物理学会の折の教育フォー

ラムに招かれ発表した磯部は学会聞のより突っ込んだ

意見交換の重要性を感じ，日本地学教育学会の理科活

性化検討委員会の支持を得て， 1995年 5月 8日（月）

に本協議会の設立のための準備会を日本物理教育学

会， 日本化学会， 日本生物教育学会， 日本地学教育学

会の 4学会の下に開催し，その設立の賛同を得た。

この 1年間の活動は表 4のとおりで，協議会の聞に

はそれぞれの学会における対応委員会で意見を交わし

てくるというかなり精力的な 1年であった。第 1回会

合での合意事項は表 5のとおりである。ここで大切な

ことは 2番の“学会として責任の持てる意見を持ち寄

り出席する”というものであった。しかし， この段階

では次の次の教育課程改訂を目指してゆっくりと意見

をまとめていこうと少なくとも磯部は考えていた。委

員名簿は表 6のとおりで，協議会発足を言い出した手

前，磯部が議長を引き受けることになった。

協議会発足のための会則作りなどの作業の後，第 3

回委員会で当面の活動目標として，表 7の 3項目が出

された。 1.は小規模には調査されたが，今後， もう少

し大規模にかっ有効な調査を行うべきである。 3.は対

文部省との関係で，微妙な内容であるので，少し長期

的に名案を出す努力が必要である。最も精力的に行っ

たのは， 2.の項目である。そして，それが発展して，

中教審への要望書提出というところまで進んでしまっ

fこO

このように，このシンポジウムにまで達する当協議

会の流れは急ではあったが，幸いにも各委員の多大な

表5 教科理科関連学会協議会の運営方針について

第 1回委員会における確認事項

1. 会合は月 1回程度のベースで開催する。

2. 各学会の協議会委員は，各学会の事情に合わ

せるが，学会として責任を持てる意見を持ち

寄り出席するO

3. 当面の会合では，集中的に議論を行い結果を

出すのではなく，緩やかなものとし，方

向性は今後の活動の中で決定する。

4. 本格的な本会合の活動は 1996年4月からを目

標とし，それまでに各学会で体制作りを行う。

表 6 教科「理科」関連協議会参加学会および委員会

学会名 委員会

日本化学会

日本科学教育学会

日本生物教育学会

日本地学教育学会

佐藤博敏伊藤貞大野弘

芳賀和夫奥井智久松原静郎

岡崎恵視片山野康中西克爾

磯部房三（議長） 間々田和彦

上原和幸林慶一（事務局）

増子寛福島肇笠 耐

福岡敏行森本信也加藤圭司

日本物理教育学会

日本理科教育学会

表 7 検討事項（第 3回委員会）

1. 小学校教員のうちの理科を専門とする教員の割合

2. 理科教育の理念：各科目を必修と総合化

3. 学習指導要領と教科書検定のあるべき姿

努力があって，誤った方向に流れ込まずに，教科理科

のよりよい発展，学校教育のよりよい発展にとって正

しい方向に進めたと思っている。このシンポジウムに

よって方向修正をし，さらに加速して次の大きな発展

を目指したい。地学教育学会会員諸氏の御批評・御批

判を得，さらに積極的な参加により，地学を含めた教

科「理科」を学校教育のよりよい発展に向けて進める

キーとなる教科にしたいものであるD
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“理科教育関係6学会共催シンポジウム”のまとめ

磯部誘

1. まとめ

このシンポジウムは多くの方々の協力によって開催

することができた。シンポジウムのタイトルがよかっ

たのか，そのプログラムがよかったのかはわからない

が， 130名あまりの方々に出席していただけ，これだ

けでも成功であった。しかも，趣旨説明で申し上げた

とおり，各学会が相互の立場を理解した上で，厳しい

討論をしていただけたので大成功であったといえるO

シンポジウムで出された具体的な提案をこれからど

のように実現性のあるものにまとめていくのかが重要

なテーマになる。次の第 9回協議会においては，この

シンポジウムの議論を踏まえて，どう進めるかを議論

したい。ここでは各報告者の記事や討論を読んで全体

を理解していただきたい。

三（国立天文台）

いくつかの厳しい御意見が出された。すでに理科の

単位数が減ることを前提として議論をしているのはけ

しからん，社会が地歴と公民にすることによって単位

増をはかったように単位増に向かった議論をするべき

であるo このような意見だったと思う。確かにそのと

おりだと思うし，中教審への要望書にもそのように記

した。協議会の議論では，他との兼ね合いを見てしま

う傾向があり，自己規制してしまう点もある。このよ

うな強い意見を時には聞かせてもらうことにより，協

議会に対して理科拡大への意欲を再確認させるように

仕向けていただきたい。しかし，協議会の委員も理科

の削減を単に受け入れようとしているのではない。学

校教育のよりよい発展を目指して，全体として，生徒

にとって望ましい改善策を模索しているということを

知っていただきたいと思う。

表 1 教育内容の厳選の視点（小，中学校）

中学社会の「地理」…...・ H ・.....・ H ・....・ H ・－－－…諸地域の産業や生産物の評細で網羅的な学習
中学社会の「歴史」…・…...・ H ・....・ H ・－－…各時代の評細な文化史
中学理科の「生物」…......・ H ・－…...・ H ・－－…・動物の評細や器官各や消化酵素名

※単なる知識の伝達や暗記に陥りがちな内容

中学「古典」………………...・ H ・－－……………重点は親しむこと。文語文法に深入りしない
小・中学校の「国語」…………………...・ H ・－－あらゆる文学形式の丹念な読解
中学校の「外国語」…………………… H ・H ・－一実生活で使わない表現方法，精密な文法構造の解釈

※実際の指導で，行き過ぎになりがちな内容

小学理科…・…....・ H ・－－…………・……・… H ・H ・－－天体に関する高度な内容
中学理科………...・ H ・－－…………………...・ H ・－－電流や遺伝に関する晶度な内容

小学・中校学年「算数」～中学「数学」……不等式や関数の一部など理解困難な内容

（理解度に差が生じ始めるため，「精選」か上学年や上級学校へ移行する）

小・中学「歴史」・ H ・H ・－－………………...・ H ・－－通史を 2度行わない
「体育」……………… H ・H ・－……・…...・ H ・－……各種運動を知達段階や適性に応じて適切に

※各学校段階閉または各学年間で重複する内容

「音楽」－－－－－－．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・・・・・各種楽器での奏法

「美術」………....・ H ・......・ H ・－……… H ・H ・－……・水彩，デッサン，油絵など各種表現方法
「技術・家庭」....・ H ・....・ H ・－－…...・ H ・－…...・ H ・－－－電気機器の仕組みゃ各種被服製作

※学校外活動や将来の社会生活で身につけることが適当な内容

※環境や人の成長・健康に関する内容や各教科間で重複する内容は，総合的な学習のまとまった時聞を設定したり
各教科聞の関連的な指導を一層進めることなどを考慮し，精選を図る

※特別活動は学校として豊かな教育活動を行ったり望ましい人間関係を醸成するうえで重要な意義を持つが，教科
の学習や学校外活動などとの関連を考慮しつつ，その実施や準備の在り方などを見直し，一層の精選を図る

（中教審第 l小委員会の審議報告をもとに作成）
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今後とも，各学会の委員を通じて多様な意見を提起

していただきたいと思う。そして，多様な具体的に可

能な提案が出たところで再びシンポジウムを開催すれ

ば， より大きくまとまった提案を中教審や 1996年に

発足予定の教育課程審議会に出すことができるO 6学

会の会員ばかりでなく，より広い方々の御協力をお願

いしfこL、。

2. 議論されなかった問題

1996年 7月にも中教審の答申が文部大臣に提出さ

れる。すでに原案とも言える中間報告が出されてい

る。

第 1小委員会の中間報告の中には，小学校・中学校

における教育内容の視点が表 1のように出されてい

るO それを見るといくつか奇妙に感じるものが存在す

るD 単なる知識の伝達や暗記に陥りがちな内容とし

て，動物の詳細な器官名や消化酵素名が挙げられてい

るO 確かに名前を覚えるだけならばその通りである

が，外界と関連づけられた器官名や酵素名は子供達の

生活の上では重要であるO 特定の単語を除くというこ

とはするべきではない。

次には理解度に差が生じ始めるため「精選」か上の

学年や上級学校へ移行するというのはどういうことで

あろうか。生徒はそれぞれに個性があり，得意な教科

もあれば不得手なものもある。どんな内容でも理解度

に差がつかないわけはな~＼o それとも，悪平等にして，
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最も低いレベルでしか教えてはならないといっている

のであろうか。

図は高校と大学（高専，短大を含む）への進学率の

年変化をそれぞれ示している。 95%もの生徒が高校に

進学し， 45%もが大学に進学する時代になっているO

すべての生徒が大学で理科系に進むレベルの高度な理

科を学ぶ必要はない。科学の相互の関連を理解するこ

とができるのが目標である。 1960年までのように

10%以下の生徒だけが将来理科の専門家となるよう

な高度な理科を学べばよいと思うがいかがであろう。

この点は理科離れという問題を解決しようとする段階

で真剣に考えておかねばならないものと思う。

中教審の第 2小委員会は表2のような中間報告を

出しているO その中で（4）科学技術の発展と教育とい

う項目は理解に苦しむ。中味は“科学に関する興味・

関心を高め，科学的なものの見方や考え方など豊かな

科学的素養を育成。研究者・技術者など社会人を活用

する。五感を使った体験ができるよう，科学博物館な

どを整備，大学・企業などの施設の見学機会の提供や

表 2 中教審第二小委員会中間報告

(1) 社会の変化に対応する教育のあり方

(2) 国際化と教育

(3) 情報化と教育

(4) 科学技術の発展と教育

(5) 環境問題と教育

(6) 今後の検討課題

高等学校進学率（全国平均）

。し i開S ~ －－－－－－.雨 E ~ ・I埠:s~一言－~「ヲ而~ 一一「ー冨1両 ‘’．。ー ~ 9時~ ~ 1994 ’ t同S

図 1 高等学校・高等教育機関への進学率（%）



150-(28) 磯部誘三

表 3

；詰切こね！

科学技術は科学・技術か？

第 1位

第 2位

第 3位

第 4位

第 5位

第 6位

第 7位

「科学と技術」を「科学・技術」と書き，それが

「科学技術」と書くようになったと思ったら大違い，

「科学技術」は通常，ハイテクなどの technologyを

意味しているようです．つまり農業技術とか漁業技術

とか医療技術などに対して，科学的技術という意味に

科学技術が使われています．では，科学と技術をまと

める日本語は何でしょうか．

日本の 13大学にある理工学部と理工学研究科の英

語を調べてみたら， すべて Scienceand Engineer-

ingか， Scienceand Technologyでした．思主主

表 4a 父親の自己イメージ

（上位 7位まで）〔父親〕

日 本 アメリカ 西ドイツ

仕事熱，L、
．、． ・．・・・・・・ ・・・・
、頼りになる 頼りになる

51.9 79.6 70.8 

優しい
：思いやりが

教育熱心iある31.7 64.3 
74.8 

つ7

厳しい 子供好き 子供好き
30.7 73.4 58.9 

， ， 

思いやりが：おこりっぽい 仕事熱心
28.5 67.9 

ある 、． 、、
57.9 
・．．．．．

：思いやりが
；ある

いばっている 理解がある

23.3 ij 66.4 54.5 

子供好き おおらか 話しやすい
23.3 62.7 52.9 

口うるさい 話しやすい おおらか
23.0 62.5 52.8 

技術」は「科学技術」ではなくて「理工学」という

方が誤解がないでしょう．

なお，科学技術大学や技術科学大学の英語にはす

べて Technologyが使われていて， Scienceはあり

ません． しかし，科学技術庁の英語は Scienceand 

Technology Agencyです．そして科学技術の英語

は ScienceMuseumになっています． さて， どう

いうことでしょう？

（霜田光一）

表 4b 子供の父親イメージ

（上位 7位まで）〔子供〕

日 本 アメリカ 西ドイツ

第 1位

第 2位

第 3位

第 4位

第 5位

第 6位
強し、 朗らか

69.2 49.7 

頑張りや
思いやりが

強し、
第 7位 ある

24.2 
67.7 

47.0 

セミナーを開催する”というもので，科学技術に関連 生がいつも忙しいといわれることである。これは多分

することは何もない。なぜ“科学”と書くかわりに“科 生徒指導などに時間がとられるためらしい。その結

学技術”と書いたのか意図がまるでわからない。物理 果，教科の勉強をする時間が非常に少なくなり，理科

教育に物理教育学会の霜田光一会長が表 3の記事を のように新しいテーマが次々と科学的に明らかになっ

書いていた。 ScienceとTechnologyは別物で理科で てくる教科における新しい知識の獲得ができなくな

は Scienceを教えるべきであると思う。今後の議論が り，生徒にとって興味・関心をヲ｜く授業にができない

必要である。 状況になってきているO 生徒の蟻を先生の責任にする

もう一つの問題点は小学校・中学校・高等学校の先 ような現在の学校体制を改めるべきであると思う。ー
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方，表4を見ると，日本の父親は仕事熱心ではある

が，子供との関わり方がアメリカ，西ドイツ（当時）

の父親に比べてはるかに低いことであるO この状況か

ら子供の肢を親ができるかどうかに関して疑問を抱か

ざるを得なし」この堂々巡りからどのように抜け出せ

ばよし、かは大きな検討事項であろう。

3. おわりに

繰り返しになるが，このシンポジウムを成功に導い

て下さった各々の担当者，出席者に感謝したい。
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本 の紹介

鳥海光弘ほか6名共著岩波講座地球惑星科学 2地

球システム科学 A5 220頁 1996年 5月初版

3,400円

鳥羽良明編 大気・海洋の相互作用 A5 336頁

1996年 2月初版 4,944円 東京大学出版会

前者の「はじめに」に「（前略）本巻に一貫して流れ

る筋は，地球や惑星で起きているし、かなる複雑な現象

も，ある共通の性質をもって要素単位に分別して考え

ると，物質やエネルギ一保存則と物質固有の関係でと

らえることができるということである。そしてそれ

は，地球や惑星を構成している物質の基本的な性質の

解明を出発点にして，新たなる地球観の核心，すなわ

ち地球をひとつの巨大な「システム」として理解する

ことへと導く。（後略）Jという観点から書かれているO

本書の構成は次のようになっているO

はじめに

1. 地球システム科学とは

1) 地球システムとは

2) 地球システム科学の基礎 3) 本巻の構成

2. 地球システムにおける物質循環

1) 地球における物質輸送

2) 地球表層における物質循環

3) 地球表層・内部聞における物質循環

4) 物質循環と地球システムの変動

3. 地球システムにおける対流とエネルギーの流れ

1) 地球システムにおける対流とその役割

2) 地球システムにおけるエネルギーの流れ

3) 地球の内部の対流のパターン

4. 気候システム

1) 気候システムとは何か

2) エネルギー循環

3) 全球の水循環

4) 気候システムにおけるサブシステム間相互作

用

5) フィードパックと結合系

6) 気候モデルと地球温暖化

5. 生態システム

1) 生態システムとは

2) 生態システムの形成と変選

3) 生態システムと地球環境変動

6. 地球システムの安定性

1) 過去 15万年の気候変動について

2) 太陽による影響

3) システム論的地球史

4) 巨大損石衝突による擾乱の影響

5) 人間圏の分化と地球システム

以上に挙げられている各項の地球上の自然現象は，

それぞれの現象も，各項目の自然現象間の現象もシス

テムとして関連していることがよく理解できる説明を

している。例えば地球システムにおける物質循環の項

目では，物質は地球システムを構成するすべてのサブ

システムが関与するグローパルな現象であり，時間ス

ケールを限って見れば，それに関与するサブシステム

などは当然限定されるが，物質循環は数千万年から数

億年の時間スケールでは重要になるという観点、から，

炭素の循環を説明しているO 他の項目も同様に説明し

一つの現象が次の現象となり，まわりまわってもとに

戻る現象が理解しやすく説明されているO

ほぼ同じ時期に出版された後者の「はしがき」に，

「大気と海洋は，地球上で一応別の圏としての大気圏

と水圏を形成しており，昔は別々の研究対象であっ

た。 1960年代に入って大気と海洋とは相互作用し一

つのシステムであるという認識が定着し，大気海洋系

という用語が使われてきた。さらに 1980年代から

は，極域や大陸上の雪氷をも含めた，気候システムの

一環として考えられるようになった。（後略）」とあり，

本書の一部で前者と同じ観点からの説明が見られる。

しかし本書のすべてがシステムの観点から説明されて

いなL、。前者と後者ではその点が少し異なるが，同時

に紹介した。後者の構成は次のようになっているO 目

次の項目が多いので，大項目だけを挙げておく。

第 1章序論

第 2章海面境界過程と波浪

第 3章海洋表層混合層の物理と表層水塊解析

第4章大規模大気海洋相互作用の実態

第5章大規模な相互作用の基礎

第6章大規模大気相互作用の数値モデリング

第 7章衛星リモートセンシングによる大気海洋相

互作用の観測

後者の題名が「大気・海洋の相互作用」である。前

者の 4の4気候システムにおけるサブシステム間相

互作用の項目に， 「（a) 大気一海洋間の相互作用」が

ある。項目名だけを見ると前者の中に後者が含まれて

しまうような印象を受けるが，前述したように確かに

重複した説明もみられるO しかしそれは後者の第 1章

から第7章までに散見されるが，全部が一致するわけ

ではない。ほぼ同じ時期に出版され，内容も一致する

記述があるので一緒に取り上げた。後者は第 1章から

第 7章まで数値的扱いが多い。両者とも「まえがき」

や「はしがき」で気候システムの一環である，としな

がら内容も記述方法も異なっているが，読み比べると

参考になる。地学担当者として日を通しておきたい本

であると思う。 （貫井茂）
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学校科目「地学」関連学会協議会では，現在，参加学会間の相互理解のために，各学会の概要と地学
教育への取り組みの現状などを互いに紹介し合っている。これまでに 5学会が発表しているが，それら
の内容を順次「地学教育」に掲載していく予定である。その 1つめとして，今回は日本地質学会の発表
内容を文章にしていただいたものを掲載する。

日本地質学会における地学教育

水野篤行・府川宗雄

はじめに

日本地質学会は 1993年に創立 100周年を迎え，現

在約 5300名の会員を擁している。会員の構成を職域

別に見ると，おおよそ大学・官公庁関係 26%，小中高

関係 20%，民間 35%，学生（院生を含む） 9%，その

他 10%である (1994年のデータによる）。会員の専

門は，層位学・堆積学・古生物学・構造地質学・岩石

学・鉱物学・地球化学・第四紀学をはじめ，応用面の
分野を含めて非常に多岐にわたっている。そして，多

くの会員が他の専門分野の研究者とともに様々な地質

学関連学会にも属している。

関連学会の多くははこれらの個々の専門領域に関す

るもので，日本学術会議の地質学研究連絡委員会・鉱

物学研究連絡委員会・地質科学総合研究連絡委員会へ

の登録学術研究団体は，第 16期登録時現在， 日本地

質学会ほか 17学協会に及んでいる。これまで諸学協

会がぱらぱらに活動し全体として大きな力を発揮でき

ない状況にあった。このようなことを踏まえて最近地

質科学総合研究連絡委員会は，地質科学の振興を目的

とした，地質科学関係学協会連絡協議会（略称：地連

協）設立を，各学協会に対して呼びかけた。近く準備

会が発足する見込みである。この連絡協議会は，今後

の研究面での有機的な連携，地質科学教育振興，政策

立案への貢献等を目標としており， これらの中の第2

の活動内容は学校科目「地学」関連学会協議会のそれ

と密接に関連し合っていくことになろう。

日本地質学会では，学校教育，とりわけ高校教育の

問題を中心として，後述のように 1958年以降組織的

に取り組み，「地学教育委員会」，「地学教育小委員会J
を経て， 1976年に「地学教育研究委員会」が設立され

て現在に至っているo 一方，この数年前から地質学会

の将来構想，活性化の問題が本格的に検討されはじ

め，そのなかで学校教育を含めて広く国民全体に対す

る普及・教育についての学会としての具体的な対応を

早急に検討すべきであると議論され，昨年夏に「地質

学の普及教育検討委員会」（委員長：高橋正樹）が発足

した。本年3月末に一応の審議をおわり，その結論を

受けて本年度にあらためて「地質学普及教育推進委員

会」（委員長：高橋正樹）が設置された。そのなかに，

さしあたり，生涯教育・普及啓発，研修・技術講習会，

学校教育（地学教育研究委員会と合同），大学・大学院

教育，広報の 5つのワーキンググループが設けられて

さらに検討を進め，可能な課題から推進を実施してい
くこととなっている。

学校科目「地学」の歴史と地質学会の地学教育への

取り組み

日本地質学会における地学教育に対する取り組み

は，当日出席者に配付した資料〈「教育制度と地学教育
の年表」……地学教育研究委員会， 1993，地学教育，

日本地質学会編「日本の地質学 100年」，より抜粋〉に

明らかなように，戦後生まれの高校「地学」の歴史と

ともに進められてきた。上記の「地学教育委員会」，お

よび「地学教育小委員会」設置の各時期は，いずれも

「2単位必修地学」，ならびに「理科IJ発足に先立つ数

年前にあたっており，いわば高校「地学」の存否にか

かわる重大な時期であった。その意味では，地質学会

としては，まさにいまこの協議会で取り上げられてい

る「学校科目『地学』」存続のために，積極的な役割を

果たしてきたと自負してもよいように思われる。

「地学」の廃止が姐上に上った 1957～58年当時は，

どちらかといえば，学校『理科』内部での「地学」つ

ぶしの勢力が強かったのに対して，まだ，石油・石
炭・金属鉱業・など，国内における地質関連業界の力

も衰えておらず，それらの力を背景に，「地学」関連分

野の結集が可能であった。結果として 2単位必修の

「地学」という形での存続がかちとれたわけであるが，

同時に 2単位という枠の中で，「物・化・生以外の寄

せ集め科目」などと悪口を言われてきた「地学」は，
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否応なしに内容の精選とともに科目の性格を強く打ち

出すことを求められることになった。当時の地質学会

内部では，地学団体研究会などとも連携交流し，「必修

地学」設置に伴う教員採用によって増加し始めた教師

会員による授業実践などを集約しながら，この問題を

模索してきた。しかし，一方で地学専任の教員不足を

補うために，専門外でも教えられる「地学」の方向が

模索されたことも事実で， 1973年に「理科』各科目が

IとII（各 3単位）の選択に変わった際に，多くの高校

現場から「地学」が姿を消す結果にもつながったよう

に思われる。

ところで，「地学」の中で専任外の教員からもっとも

敬遠された分野は，化石や岩石・鉱物など「もの」を

扱う分野，さらには地層など野外活動を伴う分野で，

これらあるがゆえに「地学は子供たちにとってむずか

しい」（だから教えないことにしよう）という評価にな

る一方で，それらをのぞいた分野を柱に授業を行え

ば、「物理でも取り扱えるのだから」（地学などやる必

要はない）という結果になる。しかし，「もの」を扱い，

野外活動を通じて自然のなりたちを組み立てていく過

程こそが，「地学」の中でもっとも子供たちの興味を引

く分野であり，「地学の地学らしい部分Jなのだという

ことも，上記委員会その他の行った学習会や討論会な

どで明らかにされてきた。

1976年に発足した地学教育小委員会（会則上の位

置づけとして「同研究委員会」となる）では，小・中・

高の教科書の検討などを通じて，「子供の発達過程に

応じて，いつ，（地学領域の中の）何を，どのように教

えればよいのか」を模索する一方，「地学」の教員を育

て，災害や資源の問題をも含む環境との関わりの中

で，地学の必要性や重要性を国民に伝えてし1く立場に

ある大学の地学教育のあり方をも検討してきた。派生

する個々のテーマについては，その大小に応じて，あ

るいは独自に，あるいは日本地学教育学会などとの共

催で，またあるときは学会の年会会期中に，討論会を

開いたり，夜間小集会などの形をとりつつ，さまざま

な立場にある人たちの意見や実践をくみ上げ，一定の

展望を示しながら「地学」を取り巻く危機的な状況を

学会内外に訴えつづ、けてきた。そのような状況下で，

1983年の年会からは，「地学教育・地学史」の個人講

演部門も設けられた。

こうして学会内外に市民権を得てきた「地学教育」

への取り組みであるが，「理科IJが共通一次試験から

除外されて以来，地学の教員不補充に伴う教員減と，

それに伴う学会内の教師会員減（一時は会員の 1/3近

くまでを占めていた小・中・高の教師会員も，現在で

は20%近くまで落ち込んでいる），大学の学部改組等

に伴う教官層委員の活動疎外などの悪条件が重なる中

で，地学教育研究委員会の活動範囲も限定的とならざ

るを得ない状況に至った。このため，昨年6月の評議

員会で「地質学の普及教育検討委員会jの設立が決議

された際にも，地学教育研究委員会としては，残念な

がらそれを全面的に受けとめて活動していくだけの力

量を持ち合わせていない状況にまで追い込まれてい

TこO

これに先立ち，もはや 1学会内だけに止めておく問

題ではないとの判断から，地学教育に関わりをもって

いると思われる学会同士が手を結び，少しでも明るい

将来への展望をもちたいという，そんな地質学会から

の呼びかけに応えて参集したのが日本地学教育学会と

地学団体研究会の 2学会で， 1989年晩秋に学習院大

学で 3学会共催のシンポジウムを開いたのを皮切り

に，以来，毎年世話人学会を持ち回りながら， 3年ご

とにシンポジウムを聞き，その間の 2年間は分野ごと

のテーマに基ずく「地学教育セミナー」を開催し，今

日に至っている。

今年度から発足する「地質学の普及教育推進委員

会」には，地学教育研究委員会としては，「学校教育」

のワーキングクーループに加わって，積極的に活動を進

めていくことになるであろう。

いま「地学教育」は生後何度目かの危機を迎えてい

るD しかし，かつて最大の危機といわれた「2単位必

修地学」誕生前夜の状況と決定的に違う点を 2つほど

認識しておかねばならないと思われる。

一つは，高校現場において，かつて国民の多くが

「地学」の何たるかも知らない中で，独り「地学」のみ

が「理科」からの排除の対象にされたのとは違い，い

まや「高校理科」そのものが存否を問われる中で，各

科目が存亡をかけた争いを強いられている点である。

もう一つは，「地学」に対する国民の関心や期待の高ま

りとはまるで無関係に進んでいる，産業界全体を包み

込んだ変革の中で，大学の改組も含め，「地学j関連学

界全体が揺さぶられるほどの危機に瀕しているという

点である。このような背景を意識しながら，この協議

会の仕事も進められなければならないのではないだろ

うか。その意味で，配布した資料の年表がお役に立て

ば，まことに幸いである。
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The first International Conference on Environmental Engineering Education and 
Training (EEET96), organised by the Wessex Institute of Technology (WIT), was 
held at the Novotel Hotel in Southampton from 17・19April, 1996. The meeting 
attracted delegates合om16 countries and proved to be a very successful event, not 
only in terms of the high quality of presented papers and discussions, but justぉ

importantly in the丘iendshipand sharing of experiences which this conference 
provided. 

Professor Carlos Brebbia welcomed the delegates on behalf of WIT and stressed the 
importance of the subject of this conference. In his opening address, Professor Teπy 
Duggan presented an overview of environmental engineering education and training, 
emphasising that preparing the future for a world that can support at least 10 billion 
people, 60 percent of whom will be living in large cities, is a monumental task, in 
which engineers play a key role. He went on to comment on the profound effect which 
the arrival of the information age and a new set of d戸iamicsis having, and will continue 
to have, on world economies, with considerable consequences to出esociかeconomic
environment of both industrialised nations and the so-called developing countries of the 
world. He s佐essed出eparticular importance of this in the area of manufacturing, and i也
effect on environmental engineering education. 

There is no section of indus町， nor釦 yregion in出eworld which is unaffected by血e
problems錨 sociatedwith safeguarding the environment. The importance of sustainable 
development req山間sengineers, scientists, technologis臼 andenvironmental managers, 
bo由 inindus甘yand低 ademia,to familiarise themselves with current environmental 
issues, to contribute positively to debate on these issues and to propose and implement 
sound engineering solutions to safe思泊rd出c釦知re.In compliance with the concept由剖

it is n氏自鈍ryto由inkbig, s甘ategicallyand long白rm,effective networking is desirable 
to achieve optim山nglobal protection and enhancement of the environment. This can 
only be accomplished by establishing close cかoperationbetwぽ nind山町andeducatio~ 
between politicians of different pe則的ons,and between governments of different 
countries throughout the world. It is desirable白紙 allengin閃 ringcoぽ sesshould be 
considered in the con伽 tof lifelong learning. At出eundergraduate level they should 
provide a broad-based education, including an appreciation of other cultures and 
societies. Environmental engineering, which necessitates considerョtionof requirement to 
retirement needs, req山resan holistic integrョtedsystems approach. Sustainable 
develo伊nentis of such importance出atits consideration n民 dsto be included in all 
engineering co凶ses,b凶 theusual perception of conventional engineering co町民sat all 
levels makes出isdifficult without a paradigm shift. However, it is s甘onglyar思1ed出atall 
of出eabove considerations can and should be incorporated in engineering higher 
伺ucationwithout any dilution in q凶 ity. In＆制， suchchanges would provide mo陀
relevant and ap戸。priateengineering education to meet C山花nt卸吋白turen切 ds.
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The conference addressed these issues and covered aspects of curriculum 

development, environmental control, water treatment, pollution and con柱。l,materials 

utilisation, waste management, energy conservation and air pollution. A feature of 

this conference was a technical visit to Hampshire County Council’s Waste 

Management and Incineration Site at Otterboume. Following this, a special session 

and round table forum proved to be a significant element in the conference, 

addressing the importance of environmental engineering education合omthree 

perspectives. Bob Lisney, Head of Management Services in the County Surveyors 

Department of Hampshire County Council, described the factors and difficulties 

which influence the development of an integrated waste design s佐ategy. This was 

followed by David Elms合omthe University of Canterbury, New Zealand, who spoke 

about risk in environmental engineering education. The third speaker was Cynthia 

Mitchell from the Universi旬 ofQueensland in Australia, who addressed the白tureof 

environmental engineering education. From these presen旬tionsand discussions, 

there was general agreement出ata network approach wぉ desirable,and that the 

interest and technology wぉ availableto establish an international network. 

η1e social t路開C包 werenot neglected, and the conference included an opportunity to 

visit the City of Winchester, the ancient capi凶 ofEngland. Delegates also had the 

opportunity to visit the Wessex Institute of Technology, followed by a to町 of

Rhinefield Ho凶 ebefore en oying the conference dinner. 

This conference provided the oppo百回目tyto enhance and extend the knowledge and 

appreciation of environmental engineering education and training, and its impor阻nee

in different disciplines and par臼 ofthe world. The conference proceedings 

（“Environmental Engineering Education and Training" edited by Teπy Du邸組組d

Carlos B巾bia)will undoubtedly provide a useful reference which will contribute to a 

better unders阻ndingof environmental engineering education and its relevance to 

economic and stra egic issues, and is available from CMP Publications. The first of a 

new鎚口esof books on environmental engineering to be published by CMP 

publications, will also be available later由isyear （“Environmental Engineering 

Education" edited by Teπy Dug伊nand Cynthia Mitchell). 
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学会記事

地学教育振興のための文部大臣宛の「要望書」の作

成および提出について

理科活性化検討委員会

本学会は，昨年夏の鳥取大会において地学教育の振

興を語った「大会宣言」を行った。大会後，本委員会

は常務委員会より大会宣言をもとにした文部大臣宛の

要望書の作成を依頼され，数回にわたる討議を行い，

「要望書」本文およびその前文・付属資料の原案を作

成した。原案は昨年 12月の第4回常務委員会で議題

として討論され，その際出された修正の要請等を本委

員会として再度検討した。最終的な修正を行った文案

は，再度全常務委員に郵送によって配布し意見を求め

た。次に掲げるものが「要望書」および前文・付属資

料である。

「要望書」は平成8年 1月25日（木）に，岡村会長

（当時），磯部本委員会委員長が文部省に赴き，担当官

に手渡した。今後は，「要望書」が実効あるものとする

ためにはどのような活動を行わなければならないか

を，本学会を挙げて取り組まなくてはならないと考え

る。

なお，本来ならば教科「理科」関連学会協議会が

行った中央教育審議会への「要望書」の報告とともに

本報告が「地学教育」に掲載されるべきところでした。

遅れましたことをお詫びいたします。（間々田和彦）

平成8(1996）年 1月25日

文部大臣

奥田幹生殿

要望書

日本地学教育学会

会長岡村三郎

日本地学教育学会は学校教育における地学的素

養の育成の重要性を考慮し，次の二項目を要望す

る口

1. 地学の基本概念の修得は，自然の総合的な

理解に不可欠である。小・中学校はもとよ

り，高等学校においても何らかの形で地学

を必修とすること。

2. 小・中学校はもとより高等学校において

も，地学領域を指導できる教員を各校最低

一名，採用すること。

以上，大所高所よりの御判断を切に希望するも

のであります。

地球環境の総合認識のための地学教育

日本地学教育学会

「地学」は，将来を担う児童・生徒に，人類が住む環

境を宇宙から地球内部までを含めて総合的に理解させ

るという重要な役割を果たす分野です。近年，地球温

暖化問題を含め，地球環境問題が国際的なテーマに

なってきており， 1992年には“持続可能な発展”とい

うリオデジャネイロ宣言が国際的な合意の下に出され

ております。初等・中等教育における地学分野は，全

国民にこれらの全人類的テーマに対する関心をもたせ

るとともに，その理解のために必要な基礎的な知識を

修得させ，問題解決能力を養う上でも重要な役割を果

たしてきています。今後も「地学」では，地球の自然

環境を理解し，地球環境問題で世界に貢献することが

できるように，その基礎としての役割を果たして行か

ねばなりませんO

しかし，現実の学校現場では，受験体制の影響など

により，地学が開講されなかったり，地学専攻の教員

がいなかったりと，今後の地球環境の理解を図る上で

重要な地学教育が望ましい形では行われてはおりませ

ん。

現在，文部省においては教育課程の改善のための作

業を進められておられることと理解しております。そ

の作業の過程において，日本地学教育学会を含め関連

教育学会の意見を十分に汲み上げていただけるものと

信じておりますが，当学会におきましでも地学教育の

向上を図る一層の努力をいたす所存です。

しかし，これとは別に，初等・中等教育における地

学教育の現状を，地球環境問題を考えながら見ると

き，緊急に改善をいただきたい要望があり，付属資料

とともに要望書を提出いたします。文部大臣におかれ

ましては，要望内容を十分にご配慮いただき，早急に

対応処置をしていただきたくお願い申し上げます。
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付属資料 l

要望書の 1および2の項目について，小学校，中学

校，高等学校ごとの要望の具体的内容と，それらの要

望をするに至った具体的な理由を申し上げます。

小・中・高校ごとの要望内容とその理由

日本地学教育学会

小学校に関する要望内容とそれらの理由

1 地球に生きている人聞にとって，教育の基礎・基

本とは，人間社会内部で生きていくために道具とし

て必要な言葉や数の学習だけでない。人間を取り巻

く地球や宇宙の自然界の事象そのものについての学

習も，人間としての教育の基礎・基本である。自然

界の事象の中でも，とりわけ地学的事象は人間の生

活の基盤を成し，人間の生存そのものを支配してい

るという意味で最も重要である。したがって，小学

校のすべての学年において地学的事象に科学的に取

り組む教科を置き，その中に地学を組み入れていた

だきたい。

理由

① 自然界の事象に関する概念は，言葉や数の学習で

形成されるものではなく，自然界の事象を直接・間

接に経験させることによってのみ形成される。

小学校における基礎・基本として国語と算数を重

視する声が強いが，これらの学習だけで基礎・基本

が修得できるわけではない。国語が扱うのは言葉で

あるが，言葉は文字または文字列からなる記号であ

り，ある「概念」に対して貼られた単なるラベルで

しかない。表面的な言葉のやり取りを通して，人は

実際にはお互いの頭の中にある「概念」のやり取り

を行っているのである。このことは，やり取りを行

う人々の間にあらかじめ共通の「概念」がすでに形

成されていることを前提としている。したがって，

これらの「概念」の多くをまだ獲得していない小学

校段階の児童に対する教育では，ラベルである言葉

の学習と同時に，より多くの多様な「概念」の形成

そのものを図ることが重要である。この「概念形成」

では，これから教えようとする概念と類似の概念を

児童がすでにもっている場合は，国語辞典で行われ

ているような言葉の置き換えという操作で新しい概

念を形成させることも不可能ではない。しかし，そ

れが類似の概念をもたない全くの新規の「概念」で

ある場合は，言葉の置き換えで「概念形成」を行う

ことは不可能である。そのような概念は，概念その

ものを当人が直接あるいは間接に経験することに

よってはじめて獲得される。そのような概念の代表

的なものが，自然の事象に関わる諸概念であり，こ

れらは自然と関わった経験の中でのみ形成される。

この意味で，自然の事象に関わる言葉の学習と，自

然の事象の経験を通しての「概念形成」とは，低学

年から高学年までどの段階でも並行して行われなけ

ればならない。

数についても全く同様なことが言えるO 数字は記

号であり，数の概念は距離や温度といった自然の中

での具体的事例を通して確立されてくる。割り算の

ような論理的な概念も，それが距離÷時間二速さと

いうように自然の中での事象として経験されてはじ

めて児童の聞に共通の概念として，また確実な概念

として確立されてくるO これは， もともと数学が自

然を理解するための道具として作られたものである

ことから考えても当然である。この意味で，自然の

事象との関わりが深い算数の学習と，自然の事象そ

のものの経験は並行して行われなければならない。

② 人間生活に密接な地学的事象には多種多様なもの

がある。それらと関わり合いながら成長していく児

童にとっては，これらの事象についての多様な科学

的概念を身に着けていく必要がある。そのためには

ある程度の種類・数の事象をある程度の時聞をかけ

て学習する必要がある。

理科は，自然界の多様な事象を扱うことで，児

童・生徒の頭の中に自然に関する多様な概念を形成

する役割を果たしているo これらの事象が多様な概

念の形成の母体であることを忘れて，その頭数だけ

を見て理科で扱う内容が多過ぎるとして精選という

名の内容の削減を行うことは危険である。それは，

児童が存在を知ったり理解できる自然の事象の種類

と数を減らすことになり，結果として児童の自然観

を貧しくしてしまうからであるO 内容が多過ぎると

いう教育現場からの声が少なくないのは事実である

が，それは学習指導要領で扱うように示されている

事象が多いからではなく，教科書や副教材や問題集

が作られる段階で各事象に絡む内容が学習指導要領

よりも著しく膨らまされていることと，本来現場の



学会記事 (37)-159 

実態に合わせてこの膨らんだ内容から取捨選択すべ

きところを多くの教師が何から何まで全部を教えよ

うとしているためであるO こちらの方の問題を解決

しなければ，学習指導要領の方で扱うべき事象の数

をいくら減らしても，現場からは依然として内容が

多すぎるという批判が出続けるであろう。この内容

の膨張とその取捨選択の問題は，基本的には，一つ

一つの事象をその事象に特徴的で自然科学的に重要

なポイントに絞り込んだ上で，授業の際にはそれを

中心に教えるように教師の考え方を変えていくこと

で解決できる。また，そうすることで限られた時間

数でもある程度の種類・数の事象を扱うことが可能

になり，多様な概念や考え方を教えることもできる

ようになる。特に地学は児童が日常から日にする事

象を扱っており，地学の内容を減らすことは，児童

が理解できない自然、の領域を拡大することになる。

③ 自然界の事象に関わる概念は，科学的な経験を通

して普遍的なものとして形成される。科学的な経験

は，明確に科学的な目標をもっ教科で行うのがふさ

わしい。

①で記したように，自然に関する概念を学習させ

るには自然、の事象と関わった経験が必要であるが，

自然、と関わる経験ならば遊びでも何でもよいという

ものではなL、。この経験が特殊な場合には特殊な概

念が形成され，同じ事象について他者とは異なる概

念、が形成されることになり，同一事象についてある

程度の共通概念の共有を前提とするコミュニケー

ションができなくなるからであるD また，個々の児

童の生まれてからの経験には偏りがあり，多くの児

童が普通に経験してきたと思われる自然の事象を，

一部の児童は経験していないということもあるO 特

に自然から離れた生活様式が加速度的に強まってい

る現在では，この経験不足の問題は深刻であるO し

たがって，すべての児童に，自然の事象についての

共通した普遍的な概念を形成させるためには，義務

教育段階の学校教育の中で意識的にある程度共通し

た自然の経験をさせるしか方法はない。このような

形ですべての児童にいわば“強制”する経験として，

行うことの価値が誰からも認められるのは，普遍的

な価値を持つものとして人類が共有している現在の

自然科学に基づくものだけであるO このような自然

科学に基づく教科としては，長い歴史の中で洗練さ

れ有効に機能してきた「理科」がふさわしい。この

意味で，小学校低学年において「理科」がなくなっ

た現在，少なくとも「生活科」に明確な自然科学的

な目標を置き，自然に関する見方や考え方の基礎を

学習させていくことが大切である。

2 地学的事象は理科の中でも最も多様であるため，

それらのすべてについて十分な知識と観察や実験の

技能を持つことは，地学を専門とする教員でなけれ

ば難しい。したがって，地学を専門とはしない教員

が地学領域を教えることが圧倒的に多い小学校にお

いては，地学の専門的な知識や技能をもっ教員に

よって他の教員が援助されるような体制が必要であ

る。そのために，すべての小学校に地学を専門とす

る教員を配置するよう関係機関にご指導をいただき

TこL、。

理由

① 学校は教科の勉強をきちんと教えられるところで

なければならない。地学領域をきちんと教えるに

は，地学領域を専門とする教員が各校に最低一人は

必要である。

小学校の教員は，全科の広い範囲を一人でカノてー

しなければならないため，また授業以外にも多くの

業務や校内問題を抱えているため，どうしても一つ

の教科の準備や研修に割ける時間が短くなるD その

ため，本来の専門の教科はともかく，それ以外の教

科に関しては，理解をあまり深められない段階で授

業をしなければならないことが多いのが残念ながら

現実であるO しかし，学校においては，他の業務や

問題がどれだけあろうとも，「授業の質」こそが最も

重視されるべきものであることは，教育を議論する

すべての場面で改めて確認しておく必要がある。も

し，学校での「授業の質」が低くなれば，勉強は塾

でということになり，学校の本来の存在意義は失わ

れる。すでに，学校教育の内容について行くのに塾

での補習が普通になりかけており，この問題がかな

り深刻になっていることは十分認識しておく必要が

あるO したがって，どの学校へ入学しても学校だけ

で十分な学力の育成が保障されるだけの，質の高い

授業が学校に求められている。

それぞれの教科についてこのような質の高い授業

を行うには，児童の様々な疑問や発想にも即座に適

切な対応できるだけの能力が教師に必要であり，小

学生に教える程度のことを知っていればそれででき
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るというものではな~＇o それぞれの専門の学問の現

状を理解できる程度の知識や技能が必要であろう。

特に，自然科学はその発達とともに多くの領域への

分化が進んでおり，その領域を専門とする教師に

とってさえこの程度の知識と技能を習得するのが大

変になってきているo したがって，理科教員でも専

門以外の領域となると，十分な知識と技能があると

は言えない。まして，理科を専門としない多くの教

師が教える場合にはなおさらである。したがって，

小学校における理科の各内容は，ほとんどの場合専

門的知識や技能の乏しい教師によって教えられてい

るということになるo このような状況下では，その

授業の質はその領域の専門の同僚教員から日常的な

援助が受けられるかどうかで大きく左右されるO こ

の意味で，小学校で扱う自然、の事象の中でも相対的

に内容が多く，また専門性の高い地学については，

専門の教員を各学校に配置することが是非とも必要

である。

② 多種多様な事象を含む地学領域では，専門外の教

師は詰め込み型の授業に陥りやすL'o地学を専門と

する教員を各校に配置し，科学的な基本概念を中心

にした授業の例を身近で展開させて，学校全体の地

学領域の教育の質を向上させる必要がある。

教科書に書かれていることをすべて教えようとす

る「教科書を教える」という態度は，その教科が専

門ではない教員が教える場合に多く見られるo その

理由は，専門外の教員には，教科書に書かれている

内容はすべて同じように重要に見え，それらを取捨

選択することができないからであるo その結果，限

られた時間数の中で教科書のすべての内容をいかに

効率よく教えるかという問題に直面し，悩むことに

なるD しかし，その様な魔法があるはずはなく，結

果的に表面的な駆け足の授業を行うこととなり，児

童に十分な理解をさせることができないだけでな

く，その教科全体への児童の興味・関心も萎えさせ

てしまうことことが多い。このような詰め込み型の

授業に対して，「教科書を使って教えるJ授業という

のは，教科書に頼らずに自らの自然科学的能力に基

づいて，教えるべきこととして何が基本的で重要か

を判断して，教科書の内容を取捨選択して教えるこ

とであると言える。この場合，教科書はその教師か

ら見てその中に自分にとって適当なものがあれば利

用するというだけのものに過ぎない。教科書の背後

にある基本的で重要な概念さえ押さえておけば，教

科書に従わなくても自由に展開できる。しかし，地

学に関してこのような授業を自力で行えるのは，や

はり地学専門の教師だけである。そこで，地学専門

の教員が同じ校内にいて日常的にそのような授業が

実施されていれば，専門外の教員にとっても科学的

な基本概念を中心にした授業に挑戦する勇気が涌い

てくるのではないかと考えられるo

中学校に関する要望内容とそれらの理由

1 人聞は，自然界の広大な空間全体の中ではごく小

さな領域で活動しているに過ぎないし，宇宙誕生以

来の長い自然史の中でもごく最近の短い期間しか生

きていない。しかし，自然界の広大な空間の中には

さまざまな“構成”物が存在し，それらが歴史的に

いろいろな“変化”をしてきた結果として，現在の

自然界が形成されるに至っているというのが事実で

ある。地学はこのような自然界の多様な“構成”や

さまざまな種類の“変化”を包括的に扱う分野であ

り，科学的な自然観の育成という観点から理科の中

でも最も重要な領域である。したがって，地学の諸

内容はこれからも確保・補充していく必要があり，

そのためには中学校の全学年の理科の中に今後とも

必修として地学の内容を入れていただきたい。

理由

① 自然界には，基本的な事象であるにもかかわら

ず，多様性に富む事物や非再現的な現象が数多くあ

る。これらの事物や現象には難解なものも多く，き

ちんと取り組むためには，中学生段階以上の思考能

力や予備知識が必要であり，中学校でなければ学習

できない。

理科が扱う自然界の事象とは，自然界を構成する

多様な“構成”物と，それらに見られる時間的な“変

化”であると言えるD 自然界の“構成”物には，全

く同じものが多数存在するというような場合から，

一応同類とはみなされるが個々の差が非常に大きい

というような場合まで，多様度という観点から見る

といろいろなレベルのものがある。また，自然界に

見られる“変化”にも，同じ変化が規則的に繰り返

されるような場合から，自然界の歴史上一回限りし

か起こらなかったというような場合まで，反復度あ

るいは再現性という点で大きな差のあるものがいろ
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いろある。自然界の“構成”やその“変化”の中で は好ましくない。理想的には全学年に分散して，ど

も，他の分野よりも多様性に富む“構成”物や非再 の学年でも物理・化学・生物・地学の全領域を少し

現的な“変化”を積極的に扱う地学では，自然界の ずっきちんと扱う分野構成・領域構成が望ましい。

多様性や非再現的な歴史性が重要な概念として形成 具体的には，第 1分野と第 2分野を全学年で必修に

される。したがって，科学的な自然、観を形成するに して，いずれかに偏ることのないようにすることを

は，自然科学の中の一部の分野の事象に偏すること 希望する。また，その際には，各学年の第 2分野の

なく地学領域の多様な事物や非再現的な現象を広く 中でも地学の内容を充実していくことも必要であ

理解し，その探究方法を学ぶ学習は欠かすことがで るo これは，地学の自己本位の立場からの主張では

きな~'o なく，高等学校での地学の履修率が現在 7%程度と

著しく低く，地学教育に関しては中学校の役割が大

②多様性に富む事物や非再現的な現象に取り組む地 きいという現実を考慮しての客観的な主張であるo

学領域は，それらの学習を通してさまざまなものの

見方や思考様式を育成することができるので，義務 2 興味・関心が多様化してくる中学校段階では，一

教育の完了する中学校段階までに一通りの内容を扱 方で科学への興味・関心が低下してくる生徒も出始

う必要がある。また，野外観察や長期の観測などが める。このような生徒に対しては，それぞれの分野

必要になる内容が多い地学領域では，これらが特定 について一層の興味・関心を号｜く授業をする能力が

の学年に集中することは，その実行を難しくするこ 教師に求められている。そのためには，教科書に書

とから好ましくない。したがって，地学の内容を各 かれていること以外の広い範囲を深く学び，弾力的

学年に分散して必修化を進めていくことが望まし に内容を構成することのできる能力を身に着けた専

門的な教員が必要である。とりわけ，地学はその対

一般に，同じ自然科学であっても分野によって研 象領域が理科の中でも最も広く，それだけを専門と

究方法や対象の捉え方に大きな違いがあるo 特に地 する教員が各学校に最低一人は必要であり，教員採

学は①に述べたような扱う事象のもつ多様性や非再 用と配置に関して関係機関にご指導いただきたL'o 
現性という特徴のために，物理・化学とは大きく異

なる性格をもっているO また，生物とはこのような

観点からは似た性格をもっていると言えるが，地学

では扱う事象が生物に限定されていないということ

から，より多様な探究方法や思考様式を必要とす

る。したがって，探究方法や思考様式を重視しなけ

ればならなくなる中等教育の段階では，教える立場

からも，教えられる立場からも，探究方法や思考様

式の違いと類似性を強調する形で科目が構成される

ことが望ましい。具体的には，物理・化学と生物・

地学に大きくわけ，それぞれの中をさらに物理と化

学，生物と地学というように分けて科目を構成する

ということである。高等学校ではこのような構成が

欠かせないが，中学校で義務教育が完了することを

考慮すると，中学校の理科教育の段階でもある程度

これに近いスタイルが必要であると考えられる。

この意味では，現行の 2分野制とその中の内容の

構成は，優れたものであるといえる。ただし，野外

観察や長期にわたる観測を必要とする内容の多い地

学の立場からは，これらが特定の学年に集中してあ

れもこれも並行して行わなければならないというの

理由

① 常に生徒に興味・関心を抱かせるような授業展開

していくには，教師自身がその内容を十分に消化し

ている必要がある。地学的な内容に関しては，中学

校レベルの内容でも新しい科学研究の結果が直接反

映されることが多いため，これがかなり難しい。し

たがって，このような能力をもった教員として，理

科の中でも地学に関する専門的な教育を受けてきた

教員が各校に最低一人は必要である。

理科の内容は，生徒たちが素朴に興味・関心を抱

きそうな事象を集めて構成しているわけではない。

生徒たちとは興味・関心という点ではかなりかけ離

れたところにいる科学者たちが彼等の世界の中で作

り上げた自然科学の体系に基づいて，彼等の立場か

ら見て基本的・基礎的で重要と判断されたものが選

び出されて理科の内容とされているのであるo した

がって，理科の内容のかなりのものが生徒たちの素

朴な興味・関心を超えたところにある。このような

内容を教えるに当たっては，教師自身がその内容を

十分に消化して，常に生徒に興味・関心を抱かせる
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ような加工を施した上で授業展開していく必要があ

る。

理科に対する興味・関心を高めるためにこれまで

試みられてきた方法として最も一般的だったのは，

生徒にとって身近な事物や現象を取り上げるという

方法であった。しかし，身近な事物や現象であると

いうことと，それが自然科学的に基本的で重要であ

るかどうかということは全く別の視点である。ビル

の石材は都会の生徒たちにとっては身近な岩石であ

るが，石材として利用されている岩石は見栄えがょ

いとか加工しやすいとかなどの見地から選ばれた特

殊なものであり，特別な産地で特別なでき方をした

ものが多い。このような石材をみせることで掻き立

てられる興味・関心はおそらく普通の石とは異なる

美しい色や模様ということであろうが，特殊な色や

模様は岩石の基本的・基礎的な学習内容では説明で

きないのが普通であり，かなり応用的・周辺的な議

論にまで拡大しなければこのような生徒の興味・関

心に応えることはできない。しかも，そこにまで拡

大しながら，授業は本筋としてはやはり基本を押さ

えた内容として展開にしなければならない。そのた

めには，生徒が素朴に抱く興味・関心を科学者的な

興味・関心にまで高めることのできる能力が必要で

ある。素朴な興味・関心の段階に止まっている限

り，学習意欲の向上はそれほど期待できないが，科

学者と同様な興味・関心を抱かせることができれ

ば，学習意欲は飛躍的に向上すると考えられるから

である。このためには，地学分野を大学で研究した

経験のある教員が必要であり，この意味で地学を専

門とする教員を各学校に最低一人は配置していただ

きたい。

②小学校の理科に対して，分化を進めて科目を構成

する中学校では，それぞれの分野の特性を十分に強

調しながら展開していく必要があり，それには，そ

の分野の専門的教育を受けた教員でなければ難し

L、。
自然科学の歴史の初期には，一人の科学者が物

理・化学などの垣根を越えて様々な分野の研究を行

うことができた。しかし，その後分野ごとに考え方

や方法が著しく異なってきて，とても一人の人間の

能力では対応できなくなり必然的に数多くの分野に

分化してきた。このように分化してしまった現在の

自然科学からそれぞれの分野の基本的・基礎的な内

容を選び出して教えるのが理科であるO 特に，中学

校の理科では小学校より自然科学の基礎・基本とい

う色彩がずっと濃くなるO したがって，中学校段階

では，現在の自然科学の分野の区分を教育内容の区

分としても採用するのが自然である。そして，各分

野の教育担当には，科学者の場合と同様に理科教員

の場合も自然科学の全分野をカバーすることが不可

能であることを考えれば，その分野の専門的教育を

受けた教員が当たるのが自然であるD とりわけ，地

学については理科教員の間でも物理・化学・生物の

応用であるという誤った認識が強く，その特性を強

調した教育が軽視されている。これを解決するため

には，地学の特性をよく理解している専門の教員を

各学校に配置することが必要と考えられる。

高等学校に関する要望内容とそれらの理由

1 地学が描く自然界の総合的・複合的な構成や，そ

れらが形成されるまでの歴史的な変化は，他の分野

の学習では獲得し難い概念や方法を多く含んでお

り，知識の面でもものの考え方という面でも学習者

の視野を広げさせるものである。したがって，地学

の基本的な内容については，高校段階でも何らかの

形で必修にしていただきたい。

理由

① すべての国民に必要になってきた地球環境の理解

には，地学的内容を必修化しなければならない。

地学が描く自然界の総合的・複合的な構成や，そ

れらが形成されるまでの歴史的な変化は，他の分野

の学習では獲得し難い概念や方法を多く含んでい

る。したがって，地学を学習することによってのみ

科学的でバランスのとれた地球観・宇宙観が形成さ

れるといえる。これからますます深刻になることが

予想される地球環境の問題については，解決が難し

いものが多いだけに，すべての国民が自らの一つ一

つの行動について地球環境への影響を考えなければ

なければならなくなっている。このような思慮深い

行動をとれるようになるための基礎あるいは前提と

して，地学のみが培うことのできる科学的でバラン

スのとれた地球観・宇宙観が必要であるD また，台

風や地震等の自然災害を引き起こす現象のほとんど

も地学で扱われる。被害を少なくしたり，二次的な

災害を防止するためにも，それらが自然科学的には
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どのような現象であるかを基本的な部分だけでも理

解しておく必要がある。これは交通安全の教育が必

要なのと同じことであるD

また，普通教育は専門教育とは異なり，生徒の知

らないさまざまな分野の内容を学習させることに

よって，視野を広げてやるという役割もある。この

意味で地学の内容には，恒星の進化や地球のダイナ

ミックな姿など，中学校までの限られた学習では知

ることのできなかった大切な事物や現象が多くあ

るO これらを学習させて視野の広い人間を形成する

ためには，受験対策に傾くあまり地学が切り捨てら

れることのないように，必修科目として位置づけて

いただく必要があるD

② 地学は生徒が選択したくても選択できないことが

多い。完全な選択性から，基本的な内容を必修にす

ることが望ましい。

生徒の多様化に対応するとともに，一人一人の個

性を伸ばすためという目的で進められてきた高校に

おける選択科目・単位数の拡大は，当初の目的のよ

うには機能しておらず，進学を第一目的とする学校

や生徒によって国語，数学，外国語を中心とする少

数の受験科目におけるより多くの知識の習得と受験

技術の訓練のために使われるようになった。その結

果，生徒が自らの興味・関心で地学の選択を希望し

ても，受験対策上入試に使わない地学に時間を割く

ことは避けなければならなかったり，効率を優先す

る学校側によってカリキュラムに始めから地学が置

かれていないため選択できないというケースがたい

へん多くなっている。

選択制度がこのように学習指導要領の意図とは異

なり，入試などの他の要因で偏った方向へ進んでい

るという状況を解消するには，選択制度が意図どお

りに運用されるよう指導を強めるか，選択制度その

ものの見直ししかないと思われる。

しかし，学んでいない内容を学ぶ前に選択するか

どうか判断させることには，もともと無理がある。

高校地学の内容には，科学的な自然、観を育成する上

で基本的で欠かせないものがいくつかあり，それら

は何らかの形ですべての高校生が学ぶように必修化

する必要がある。その上で，さらに選択の地学を学

んで理解を深めたいと考えるかどうか判断させるよ

うな制度にすべきであるO

2 高等学校の理科の各分野は専門性が高く，他の分

野を専門とする教員には正確でしかも魅力ある授業

をすることは難しい。地学の内容が専門的な知識や

経験のある教員によって興味深く教えられるよう

に，すべての高校に地学の教員を配置するよう関係

機関にご指導をいただきたい。

理由

① 専門性の高い地学分野は，大学時代に地学分野を

専攻し，さらにその後も研修を重ねた地学の専門の

教員が教えるべきである。

高校の理科の各分野を教えるには，高校生レベル

の知識があればできるというものではなく，ある程

度の専門的な知識や観測・調査・実験などの経験を

バックボーンとしてもっていなければならなL'oこ

れらのレベルとしては，最低でも大学で学習したり

研究する中で獲得される程度のものが必要であろ

う。ところが，自然科学はその発達とともに多くの

分野への分化が進んでおり，大学のレベルの知識と

技能と経験を 1つの分野についてだけ修得するの

にも大学の 4年間では足りないというのが現状で

あるD したがって，高校理科の物理・化学・生物・

地学の各分野は，大学でその分野を専攻した後さら

にその分野の研修を重ねた教員によって教えられる

べきである。特に地学については，観測や調査・実

験に基づいて発見された内容が多いので，それらの

技能や経験のない者が借り物の知識だけで教えて

も，内容の正確さという点ではもちろんその魅力を

どの程度伝えられるかという点でも極めて怪しい。

したがって，高校レベ、ルの地学は，特に大学で地学

分野を専攻して研究した経験のあるものが当たるべ

きであるD

②地学の教員の減少と高齢化が進んでおり，憂慮さ

れます。

上記の 1の理由①で述べたのような入試制度の

ため，進学を重視する私立の高校の多くがすでに，

また公立高校でも新たに地学の教員を置かない傾向

が出てきている。また，入試をそれほど意識しなく

てもよい高校においても，教員採用数の総数を削減

する過程で地学教員の採用試験を停止してしまった

都道府県が多いため，退職後の地学教員の補充がで

きなくなり，地学教員のいない高校が増えている。

現行の選択制の本来の目的を達成するためには，各
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学校が選択科目として地学を置くことと，そのため 域の内容は大きな役割を果たしてきたと考える口

の地学の教員の供給を保証するための採用試験を行 このようなリテラシーを育成するためには，地学教

うことを関係方面にご指導いただきた＼， )o 育に携わるものは，児童・生徒がよく分かる授業を行

なお，これからの地球環境を守り，人類が生存し えるように努力することは当然であるが，より一層効

ていけるようにするためにも，国民としての基礎的 果のあるものにするために，次のような課題を解決す

教養内容として地学は欠かせないことを再度提言し る努力を関係各方面と協力して進めるべきであると考

ておきたい。 える。

付属資料2

要望書の内容に関連する事柄を，今年度の日本地学

教育学会全国大会において宣言いたしておりますの

で，添えさせていただきます。

1995 （平成 7）年8月26日

日本地学教育学会鳥取大会宣言

今日，児童・生徒の理科離れや自然体験の不足など

学校教育における諸問題が各方面で議論を引き起こし

ているD また， 21世紀を担うべき児童・生徒にとって

過去の時代における，読み書き・算盤に相当する必要

不可欠な要素の検討がなされ，近い将来に導入される

学校五日制の枠内で有効に進めるべき方法について考

えられている。これらのことは，理科の一分野である

地学領域についても例外ではないばかりでなく，地学

領域の理解の重要性が増してきているとの認識がなさ

れている。

地学領域では宇宙の果てや始まり，恐竜の世界など

青少年に科学と夢とロマンを与えるものばかりでな

く，地球の仕組みとふるまい，資源やエネルギーなど

の21世紀の人類に重要な影響を与えるものも含まれ

ている。これらは環境教育や科学教育の基礎的な概念

の育成にとって不可欠な要素であるO 具体的な例を挙

げてみるならば，

① 自然を知覚的に認識すること

② 自然環境の変化を認識すること

③ 人間と自然との関わりを認識すること

がある。これらに関して，不可欠な知識・技能・態度

（ここでは，リテラシーと呼ぶ）の緬養の育成に地学領

① 地学の基礎概念の修得は，自然科学の総合的

な理解に不可欠であるので，小・中学校はもと

より，高等学校においても何らかの形で地学を

必修とすること。

② 基礎概念の修得を目指す「地学」に加えて，

それらを応用して生徒が地球環境を科学的に理

解できるような学習の場を設定すべく，カリ

キュラムの検討を行うこと。

③ 高等学校においては地学領域が指導できる教

員を採用すること。地学担当教師がいないため

に，地学が開講されていないかなりの数の学校

がある。個性を伸ばすための多様な選択科目が

生徒の選択でなく，教師の選択になっている。

④ 教員の現職教育を考えるとき，教育センター

などには地学担当者を配置し，研究・研究の充

実を図るとともに，小学校・中学校の学校現場

においても理科の全領域のバランスのとれた指

導体制を確立することO

⑤ 火山，地震，気象等での災害に対処するリテ

ラシーを体得するための重要な手法である野外

活動が，特別活動などとして位置付けられるこ

とO

⑥ 地域社会における生涯学習の観点から，博物

館・青少年の家・国立公園でのビジターセン

ターなどの学校外活動との連携を強化するこ

と。また，地域の人，特に定年退職者の経験を

生かした教育活動を積極的に進める必要があ

る。

以上，大会宣言とし，強力に活動を進めることを確認

するo
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第2回常務委員会

日時平成8年 6月 3日（月），午後 6時～8時

場所日本教育研究連合会小会議室（4階）

出席者石井醇会長，下野洋副会長，小川忠彦常

務委員長，青野宏美，浅井嘉平，磯部誘三，

買手屋仁，加藤圭司，渋谷紘，高橋典

嗣，根岸潔，馬場勝良，林慶一，二上政夫，

松森靖夫，間々田和彦，横尾浩一，水野孝

雄の各常務委員；山田三郎岐阜大会実行委

員長

議題

1. 岐阜大会準備状況について

山田三郎実行委員長から別紙により，準備が順

調に進んでいるとの説明があった。

2. 岐車大会要項に掲載の広告について

これまでの大会要項に掲載された企業に依頼書

を送付した。その他に掲載可能性のある企業に依

頼書を送付してほしい。

3. 平成8年度評議員会について

7月29日（月） 15時から開催する。 50回大会

なので，できれば声明文を出した＼，'o 
4. 平成9年度東京大会について

・前回の常務委員会において決定した準備委員

会・副会長を，横尾委員が多忙のため池田宣弘

氏（東京都地学教育研究会新会長・日野高校

長）に変更するo

・時間的に前回より準備期間が短いので，前回よ

り縮小せざるをえない0

・巡検・見学会は都内に限らず近県に検討を呼び

かける。

5. 入会・退会者の承認について

平成8年度入会者としてつぎの 2名を承認し

fこD

田島一樹鹿児島市立緑丘中学校

田房美穂広島大学大学院教育学研究科

教科教育学専修（理科）

平成8年度よりつぎの 4名が退会する。

森 裕北海道 久田健一郎茨城

提橋昇栃木 飯田正量 宮城

6. その他

1) 日刊工業新聞社の「全国団体名簿」に，本会

を載せることについて承認された。

2) 「入会案内」の検討をした。

3) 日本教育研究連合会の表彰候補者の推薦は 7

月7日までで。 7月 1日の委員会には決めた

し、。

4）丸善出版事業部から，理科年表CDROMを

大会会場で注文販売できるかどうかの問い合わ

せがあった。

了承と返事をする。要項への広告掲載を依頼

する。

5) 「平成8年度『東レ理科教育賞』募集の PR」

を，「地学教育」に掲載することについて了承し

fこo

報告

1. 平成8年度役員

別紙の通り（東京大会担当の副会長は池田宣

弘）であるo

2. 編集委員会

3号の印刷準備が整ったことと， 4号のための

原稿準備状況が報告された。

3. 理科活性化検討委員会

6月 25日の検討委員会で組織換えの討議がさ

れるD

4. 行事委員会

・第 2回公開シンポジウムのポスターができた0

・山形巡検の参加者は 6月3日現在， 9名であ

る。

5. 交換・寄贈図書

以下の図書があったo

神戸大学発達科学部研究紀要 3-2

神戸大学発達科学部

新地理 1996-3 43-4 

日本地理教育学会

理科の教育 1996 5 日本理科教育学会

地学雑誌 105-2 東京地学協会

学術の動向 1996-4 日本学術協力財団

地学研究 44-3,4 日本地学研究会

地域研究 36-2 立正地理学会
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熊本大学理学部紀要（地球科学） 14-2 

熊本大学理学部

火山観測指針（観測編）（参考編）

気象庁

地質ニュース 1996-4 地質調査所

研究紀要 36-3 日本理科教育学会

タ一

新潟大学理学部研究報告 11E類（地質科学）

新潟大学理学部

埼玉県立自然史博物館研究報告 13

埼玉県立自然史博物

館

埼玉県立自然史博物館収蔵資料目録8,9 

埼玉県立自然史博物

館

高知大学学術研究報告44 自然科学

高知大学附属図書館

研究集録 15（平成7年度）

神奈川教育センター

若越の地学 1995-3,4福井大学

第四紀テラスの帯磁率 福井大学

理科の教育 1996-6 日本理科教育学会

6. その他

1) 教科「理科」関連学会協議会のシンポジウム

が6月8日に開催される。教育学術新聞に掲載

された。

2) 学会運営について

－「地学教育の将来を考える会J委員会の提言

(1992年 1月）に沿っていくつかの点が改善

されている。

①編集委員会が，事務局と独立に，実質的機

能を果たしている。

②機関誌の印刷屋が変更され，投稿規定等が

改訂された。機関誌の発送も印刷屋が行

つ。

③行事委員会が，事務局と独立に，実質的企

画・実行を行っているO

・学会運営の責任体制を明確にするために機関

誌に各委員会の委員長・委員名，会長・副会

長・庶務担当者・会計担当者名を載せる。

・事務局は現在，東京学芸大学にあり，庶務を

会長と水野委員（本来は会長はフリーである

べき），会計を高橋（修）委員が行っているD

アルパイターが週2日1人従事している。

・事務局を東京以外に移せるようにするには，

支部の活動を活発にする必要がある。
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ニュース

第5回三学会共催地学教育セミナー「地震と防災」

本年も下記の要領で三学会共催地学教育セミナーを開催します。昨年の阪神淡路大震災は学校教育の場での防

災教育の必要性を喚起する大きなきっかけとなりました。防災教育を単に事件的な教訓を促すことだけに終える

のではなく，科学的な立場から防災教育，特に地震での防災教育を実践する時「地学」が中心にならざるを得ま

せん。例年にもまして会員諸氏の参加をお願いするものです。

記

1. 日時： 1996（平成8）年 10月20日（日） 10: 00～16: 15 

2. 場所：学習院百周年記念館

3. テーマ：「地震と防災」

4. 時程： 09:30 受付開始

10: 00～10: 15 開会行事

10: 15～11:45 講演工藤一嘉氏（東京大学地震研究所）

「表層地震へ及ぼす影響と都市の地震危険度評価」

11:45～13:00 昼休み

13:00～13:30 実践報告・小学校 山根車也氏（平塚市立松延小）

「小学校における防災への取り組み地震についての取り扱いについて」

13:30～14:00 実践報告・中学校宇田川功氏（江東区立深川 7中）

「理科第2分野での形指導における防災教育について『地震と安全』中学

校を使用して」

14:00～14:30 実践報告・高校南島正重氏（都立志村高）

「高校における防災教育の意義アンケート調査の結果からJ

14:45～16:00 総合討論

16:00～16: 11 閉会行事

（行事委員会）
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